
農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

２１ ２１

認定農業者 １１

認定農業者に準ずる者

女性 ゞ

　

４

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除

例一紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府
農業委員会名： 京都市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｒ

　

４年 ３月３１日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２９ ２９ ４

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

４，２９９

自給的農家数

　　　　　　

１，７７４

販売農家数

　　　　　　　

２，５２５

　　

主業農家数

　　　　　　

６０８

　　

準主業農家数

　　　　　

５６４

　　

副業的農家数

　　　　

１，３５３

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　

農業者数（人）
農業就業者数

　　　

４，３１９

１隠数－饗
」－

　　　　　　　　

２，０８４

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２９

基本構想水準到達者

　　　

１３４
認定新規就農者

　　　　　　

２２

農業参入法人

　　　　　　　

２２

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　

３

※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　

畑
普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

　　　

計

耕 地面積

　　　　　　　　

１，８３１，０

　　　

６２９，０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，４６０，０

経営 耕 地面 積

　　　　　　

１，５３４．０

　　　

４４２．０

　　　　

３２２．０

　　　

１２０．０

　　　　　　　　

１，９７６，０

遊休農 地面 積

　　　　　　

１０，７

　　　　

１．３

　　　　　

１．３

　　　　

０．０

　　　　　　　　　

１２．０

農 地台 帳面 積

　　　　

・ １，９１９，６

　　　

８２６．３

　　　　

８０７．１

　　　

１９，２

　　　　　　　　

２，７４５，９



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

，
（平 』 董在）

，

の
２ 鋤 －

」
麗
．
－

　

木騨
・５．ｏ％１

　　　　　　　　　　

・耕作放棄地の増加や，相続による農地所有の分散化等の課題がある。

　　

課

　　　　

遊覧法
耕
人
作
と
放
の
棄
連髪ぎ鷲書襟麓

域
農
等
地結露雛着雪覆り

足
受揺 鞍鎚拷遭雪豊能響

構や特定

※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１ｊ第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　　　　　　

集積面積

　　　　　　

４９２．ｏｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　

１２３，ｏｈａ）

　　　

目

　　

標

　　　　

目標設定の考え方：平成２６年に策定された京都市農業経営基盤強化促進基本構想において，

　　　　　　　　　　　　

平成３５年度までに京北地域で４０％，それ以外の地域で２０％の農地の集積を目標と

　　　　　　　　　　　　

している。農業委員会においても，市農政部局と連携し，その目標に取り組むため，

　　　　　　　　　　　　

まずは全域で２０％の農地面積となる４９２ｈａを目標とする。

　　　　　　　　　　

・農用地利用円滑化団体（京都市・ふるさと公社），農地中間管理機構等への情報提供（通年）

　　

活動計画

　　　

・市農政部局と連携して，貸し手，借り手の意向把握（通年）

　　　　　　　　　　

・農地の利用集積に向けた掘り起こＬ一活動（６月～８月，１月～２月）

　　　　　　　　　　

・新規就農者をはじめ．担い手の掘り起こしと育成（通年）

※１

　　　

面

　

は、

　

戸以年

　　　

“で‐い手へ１ ている

　　

の

　

面

　　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入
※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数平成３０年度新規参入者数

２７経営体 ２３経営体 １８経営体

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

９．５ｈａ ７．ｌｈａ ４．８ｈａ

課

　　　　

題 ・経営の自立が難しいため，就農後の定着や規模拡大など，参入後の支援

　

を記入し、

　

人雇用

　　

元

　　

は

　　

まい

　　

の

　　　

１

　　

ヌ

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　　　　　　　

・新規就農者，新規参入者への相談対応（通年）ド

自
警
１

　

３ｏ経営体 参入目標面積１

　

■ｈａ１

　　

活動計画

　　　

・農地確保に向け農地所有者，地域との調整（通年）

　　　　　　　　　

・参入後の支援（通年）

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

　　　　　　　　　　　　　　　　

２



Ｎ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ２，４７２．ｏｈａ

　　　　　　

１２．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．４９％

課

　　　　

題

号※２

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規

　

による

　

又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１６４人 ６月～１０月 １０月～１２月

調査方法 ・農地利用最適化推進委員，農地調査協力員等による現地調査

票二つ不ｉｉ用息－。」
調査 １１月～１月

　　　

１

　　　

１月～３月

その他 年間を通じて，農地利用の最適化に向け，貸付意向農地，ｆ皆受希望農家の掘り起こしとマッチングに取り組む

　

※２

　

遊休農地の解肖面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　　

の目標を記入しても差し支えない

　

※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
２，４６０．ｏｈａ，

　　　　　　　　　　　　　　　　

１．３４ｈａ（平成３１年４月現在）

課

　　　　

題 ・農地法第３条による農地取得後の無断転用が見受けられる。

※
※ いて管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用され

２

　

令和元年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

８月以降（随時，現地確認と指導を継続するとともに，前年度における３条，４条，５条許可１７繍凹 １６月～８月（現饗 遁話・面接を商 圏 への翻導）

　　

１

　　　　　　　　　

案件について，農地パトロールによる利用状況を調査する。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（惣一級様式「）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名： 京都府

農業委員会名： 向日市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

震－－
農業者
警
－

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　

Ｏ

基本構想水準到達者

　　　　　　

１６

認定新規就農者

　　　　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２８５

自給的農家数

　　　　　　　

１０８

販売農家数

　　　　　　　　

１７７

　　

主業農家数

　　　　　　　

２３

　　

準主業農家数

　　　　　　

４３

　　

副業的農家数

　　　　　

１１１

※

　

農林業センサスに基づいて記入

２３

　

※ 農林業センサスに基づい
４３

　

て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 位：ｈａ

耕 地 面積

　　　　　　　　　

１０１

　　　　

４６

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－ １４７

１驚墓襲－
田
誓白目，
普通
電
１
１
樹園
蔓曇
１
－
牧草
葺
１
１計
蓑
計

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

－日制度に基づく農業委員会

　　　　

［任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　

月

　　

日１

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３２ 年 ７ 月 １９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

１６ １５

認定農業者 ０

認定農業者に準ずる者 ０

女性 ２

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除

１ページ



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） １４５ ｈａ １

　　　

２０．８ ｈａ １４．３％

課

　　　　

題
担い手の高齢化等により、保全管理田が増加しており、これらの農地を意欲ある
若手の農業者に利用集積を図る必要がある。

※１

　　　

の

　　　

面積 ま、

　　

及じ．－ｒー，Ｊ

　

，”，

　

。－に

　

、る 面積を司

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　

２２ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　

１．２

　

ｈａ）

目標設定の考え方：利用権設定による農地の流動化が図られるよう、市長部局に対し働きかけていく。

活動計画 リーフレット等を活用し、農用地利用余，』；ｉ面による利用権設定の制度を周知
し、利用権設定の促進を図る。

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が目作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０

　

経営体 ０

　

経営体 ０

　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

課

　　　　

題
担い手の高齢化が進んでいることから、認定農業者制度や法人化のメリット等に
ついて農業者に周知し、担い手の確保を図る必要がある。

　

を記入し、法人雇用や

　

元

　　

は

　

ままい

　　

の

　　　

が

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　

１ 経営体

　　

参入日標面積 １

　　　　

ｌｈａ

　

ｌ

　　　　

　
　 　

　　　

　

　

　

　　　

　

　　

　 　

　　

　

　

　

　

活

　　

画

　　　

若

　

農

　　　

汀

　　

農

　

者 竹

　　　　

腰

　

者

　　　　　

農

　　

１

　　　

”

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

活動計画

　　　

若手農業者等へ認定農業者制度の周知を行い、認定農業者となるべき農業者

　　　　　　　　

の掘り起こしを行う

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる

　

規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

２ページ



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成
現
鑓年 月
溌）

　　　

，妬 ｈ

　　　

． “

課

　　　

題

　　

農業者の高齢化と後継者不足により、たけのこ畑を中心に耕作放棄地が発生し

　

利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号の遊休農地の合計面積を記入
※２

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項第１号

　

又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

７月 ～８月

　　　　　　　　　

８月～９月

状況

　　　　　　

１ 管内全域を調査区域とするが、農用地区域内のたけのこ畑（竹林）を重

活

　

調査

　　　　　　　　　　　　

点区域に指定し、調査を行う。

　　　　　　　　

調査方法

　

２

　

遊休化している場合は、当該農地の状況をさらに詳しく確認し、写真を

動

　　　　　　　　　　　　　　　

撮り、地図等に記録する。
計

　　　　　　　　　　　　　　　

３ 調査区域を３地区に分け、担当の農業委員を決め調査を行う。
面

　

農地の利用意向

　　　　　　　

期 調査結果取りまと

　

１ 査

　　　　　　　　　　

９月 ～１１月

　　　　　　　

１２月 ～１月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） １４５ｈａ

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

ル等を通じて、違反転用の早期発見と課

　　　　

題

管内の農地
※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

　　　　　　　　

違反転用の発生防止に向けた取組

　　

活動計画

　　　

・１２月～１月 荒廃農地調査の実施１活動田 圃ノ瀧織 施

　　

１

　　　　　　　　

・「農政だより」等による農業者への周知

　　　　　　　　

・通年

　

担当地区内の農地転用実施状況の確認

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入

３ページ



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府
農 業 委 員 会 名 ：

　　　

長岡京市

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

ンサスに基づいて記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 Ｉ９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３ ３ ３

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

３６１

自給的農家数

　　　　　　　

１４６

販売農家数

　　　　　　　　

２１５

　　

主業農家数

　　　　　　　

４１

　　

準主業農家数

　　　　　　

５６

　　

副業的農家数

　　　　　

１１８

※

　

農林業センサスに基づいて記

１電撃
－
農業
華
（人）－－

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２

基本構想水準到達者

　　　　

１４

認定新規就農者

　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面積

　　　　　　　　　

１０７

　　　　

９４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０１

経営 耕 地 面積

　　　　　　　　

８３

　　　　

８８

　　　　　

３５

　　　　

５３

　　　　　　　　　　

１７１

遊休農 地 面積

　　　　　　　　

１

　　　　

１２

　　　　　　　　　　　

１２

　　　　　　　　　　

１３

農 地台 帳 面積

　　　　　　　

ｌｏｌ

　　　

１４５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２４６

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

十”

　

…

　

廿”…” ” －，

　　

」 …－ “

　

１△

　

－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１土地改良櫛１議会推薦１

　

計

　

１

　

１

鰯 芭 事

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１ １

　　

１

　　

１

　

１要件
辰 侶

　

Ｅ

　

「 １

　　

１

　

１

　　

１

　　

１

　

　
　

　　

　

　　

　

　

　

　　

　

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ４

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ２

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顧

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ２０１ｈａ １

　　　

４ｏｈａ

　

ｌ

　　　　　

ｌ９．８％

課

　　　　

題
担い手の高齢化や後継者不足が進んでいる。
担い手の経営農地が分散しており、規模拡大には、農地の集約化が必要

　　　　　

－，ハ ＼ 猫｝粘び作付」

　

ｉ

　

詩←トけ１

　　

目の農削ノ…▲

　

，

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　

４１．８ｈａ

　　　

（うち新規集積面積 １．８ｈａ）

目標設定の考え方：農地等の利用の最適化に関する指針

活動計画 農用地利用集積計画による利用権設定の制度周知をするとともに、農地中間管理
機構等関係機関と連携し、農地の集積・集約化を図る

※１ 集積面積は、当該年度末

　

点で－い手へ１

　　　　　

ている

　　

の

　　　　

－

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

２経営体 ０経営体 ０経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．４８ｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 新規参入希望者の掘り起こしが進んでいない。

※ｌ

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が

　

年

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０．３ｈａ

　　

活動計画

　　　

府農業総合支援センター等の関係機関と連携を図り、新規参入希望者の掘り起こ

　　　　　　　　

しを行う。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平盈年月 養）

　　　

ｍｈ“

　　　　

，滅。

課

　　　

題

　　

高齢化や担い手不足により、山間部のたけのこ畑を中心に、遊休農地が発生して

　　　　　　　

いる。

把握した同法第３２条第１項第１
号

する農地の総面積を記入

７月 ～１１月

　　　　　　　　　　

１１月

活

　　　　　　　　　　

調査方法

　

また、調査区域を分けて設定し、農業委員、農地利用最適化推進委員により

動

　　　　　　　　　　　　　　　

管内全域を調査する。
計
画

　

農地の利用意向

　　　　　　　

、期 調査結果取りまと

　　　　　　　　　　　　

１１月 １２月 ～６月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、
当該市町村等

　

の目標を記入して

　　

し

　

又まい
※３「その他」欄には、利用状況調

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ２０１ｈａ

　　

…

　　　　　　　　　　　　　　　

０．２６ｈａ

課

　

題

　

≦髪 辱
用許可権限をもつ京都府と連携して指導をしているが・解消には至ってい

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に
違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画
京都府と連携を取りながら、早急に農地へ復元されるよう努める。また、農地

パト
ロールを実施して管内の状況を把握する。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 大山崎町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

匿華
数１
農業者数字１
」
．

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

Ｏ

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

６６

自給的農家数

　　　　　　　　

４１

販売農家数

　　　　　　　　　

２５

　　

主業農家数

　　　　　　　

３

　　

準主業農家数

　　　　　　

９

　　

副業的農家数

　　　　　　

１３

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

※

　

農林業センサスに基づいて記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

”′ＩＬ：ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

耕地面積

　　　　　　　　　　

１６

　　　　

１５

　　　

－ －

　　　　　

－

　　　　　　　

３１

騰裏－
田日当Ｉ

　

Ｅ－，≦－
農地台帳面積

　　　　　　　　

１４

　　　　

１４

　　　

－ －

　　　　　

－

　　　　　　　

２８

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日１

ド 醐 綴 ！
定数１実数，１

地区等‘農業委員
定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

８ ８

認定農業者 ０

認定農業者に準ずる者 ０

女性 Ｉ

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



江

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３１年４月現在）

，鰐 瞬嚢細読書，‘憲一醤無毒駐要覧罰

　　　　　　　　

農業従事者の減少・高齢化等による後継者の問題が課題となっている。

　　　　　　　　

予農地が多く、農地の集積は進んでいない。
※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０経営体 ０経営体 ０経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 町内農地の大半が市街化区域内にあり、いずれも小規模であるため、農業経営に
適しておらず、現状では新規参入者は見込めない。

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

ー

参
ニ
ー

　

ｏ経営体 参入目標面積１

　

ｏｈａ１

　　

活動計画

　　　

特になし。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平
現
成３．年４自

費
在）

　　　　

３・ｈ

　　　　　

０ｈ

項第１号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１５

　　

７月～８月

　　

１

　　

９月～ｌｏ月

調査方法 地域ごとに区域を定めて調査する。

　　　

′↑
調査 １０月～１１月

　　

１

　

１１月～１２月

　　

１

その他 山中の再生困難な農地について、非農地判断を行い、所有者へ判定結果を通知する。

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３１年４月現在） ３１ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 特になし。

※

　

違反転用面積は
転用されている農

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画 広報誌による啓発を行う。
違反転用が発見された場合は所有者に対し是正の働きかけを行う。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



錫－一紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 宇治市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

匿当
農業者数
奪喜
’－

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　

４９

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

５

認定新規就農者

　　　　　　　　　　

８

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

４

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織
※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

３１９

自給的農家数

　　　　　　　

１５０

販売農家数

　　　　　　　　

１６９

　　

主業農家数

　　　　　　　

４５

　　

準主業農家数

　　　　　

４２

　　

副業的農家数

　　　　　　

８２

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　　

２７８

　　　　

１００

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－ ３７８

経営耕地面積

　　　　　　　

１２８

　　　　

５９

　　　　　

２０

　　　　　

３９

　　　　　

‐ １８７

遊休農地面積

　　　　　　　　　

０

　　　　

０．２

　　　　　

０．２

　　　　　

０

　　　　　

‐

　　　　

０．２

農地台帳面積

　　　　　　　　

２８２

　　　

１０８

　　　　　

６５

　　　　　

４３

　　　　　

０

　　　　

３９０

耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

※１ 耕地面積は、
※２

　

経営耕地面
※３

　

遊

　　

地面

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

－雁到頭満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

新制服こ基づく農業委員会

　　　　

－雁 厩了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日１

際蹴 醐討
定数１実数『地区讐１

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

８

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

３

　　

女性 ‐

　　　　

一

　　　　

１

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　

３

　　

中立委員

　　　　　　　　　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ｎ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３１年４月現在） 細ｈａ

　

ｌ

　　　　

鵬ｈａ

　

１

　　　　　

２８，９７％

課

　　　　

題
担い手の高齢化や後継者不足により、担い手の減少が農地の利用集積・
集約化を図る上で課題となってきている。

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

※１

　　　

面

　

は、

　

該

　　　　　

…で－い

　

へ

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

６経営体 ４経営体 １経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

１．ｌｈａ １．ｏｈａ ０．４ｈａ

課

　　　　

題
農産物価格の低迷や生産コストの上昇によって農業経営の魅力が損なわれて
おり、新規就農が困難な状況にある。この為、新規就業者等への支援・育成を
図り、生産性の高い営農体系の確立が必要である。

　

を記入し、法人雇用

　　

元 ・

　

は

　　

まし、

　

の

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

３経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　　

１．ｏｈａ

　　

活動計画

　　　　

年間を通じて市農政担当部局や関係機関・団体等の連携強化に努め、

　　　　　　　　　

農地中間管理機構の活用を図ることで、新規参入者の確保を目指す。

※１

　

目標は、１年間に

　

たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

３９０ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｏ．２ｈａ

課

　　　

題

　　　　

一旦は適正に管理されたとしても、担い手不足等により再び遊休農地となって

　　　　　　　

しまう傾向にある。

状況調査により把握した第３２条第１項第１号
当する農地の総面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

７５人 ４月～１２月

　　

１

　　

５月～３月

調査方法 農
業委員、農地利用晶＝，，，

．・・一員、及び農業委員会事務局職
員による利用状況調査。

周査 １１月～１月

　　　　　

１２月～３月

　　

ｌ

その他 農業委員による日常的な農地パトロールを行う。

　

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　　

の目標を記入しても差し支えない

　

※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

（平』月覧在）ｒ
琶ビー キー －ｗ

一
喜 雲ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

～

　

』【

　

＝

　

ぃハ．靖・？へｄＪ是止，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【”、．」～

　

．”′ノ・１活１引′

　　

，

課題１
ー
醍 醐 激 震 滋≧萱累墨・

　　　　　　　　　　　　　

・ ん７トス阜“

　

．＝、．

　

・・．１０２ 要である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　　

　
※

　

管内の農地面積は、ｒ：
－謡７ｒ

　　　　　

コ＋‘γ二÷ 机． 一，ｇ記入

課

　

題

　

ｉ 禁寺農地パト『ル等による違反転用案件の早期発見と京都府等関係機関

　　　　　　　　　　　　

・ ｒトス阜“

　

．＝、．

　

・・．１０２ 要である

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

　

　

　　　　　　　　

　　　　　　　

　

　

　　　　　　　　

　
※

　

管内の農地面積は、ｒ：
－謡７ｒ

　　　　　

コ＋‘γ二÷ 机． 一，ｇ記入
※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

　　

活動計画

　　　　

委員による日常的な農地パトロールを行うとともに、違反転用案件の早期発見と１活

　

曜 饗宴
・耕作放棄地全体調査及び農業寵農地利舞最適化脂 １

　　　　　　　　　

是正指導に努める。

※

　

活動計画は、違反転用の解肖や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ； 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 城陽市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３８

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　

７

集落営農経営

　　　　　　

・０

　

特定農業団体

　　　　　　

０

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

［勝
者数－
農業
豊
）－
－

　

４０代以下

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

５６８

自給的農家数

　　　　　　　

２７８

販売農家数

　　　　　　　　

２９０

　　

主業農家数

　　　　　　　

５７

　　

準主業農家数

　　　　　　

６０

　　

副業的農家数

　　　　　

１７３

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

２７２

　　　

１４１

　　　　

１４１ ４１３

経営耕地面積

　　　　　　　

２７２

　　　

１４１

　　　　

１４１ ４１３

遊 休農 地面積

　　　　　　　

２．４

　　　　

０．１

　　　　　

０．１

　　　　　　　　　　　　　　　

２．５

農 地 台 帳面積

　　　　　　　

３０６

　　　　

２１４

　　　　　

２１４

　　　　　　　　　　　　　　　

５２０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２・農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ ２ ９年

　

８月

　

７日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　　　

十” － － ，サ十一，

　

，－… －

　

”
ー

　　

－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１±地改良椎薦１議会推薦１ 計 １

　

１
， 幽

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

｝

　　

’ １

　　

１

　

１

ｒ 轡

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　

・

　

１

　　

－

１
一

　　　

１

　　

１

　

‐

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年

　

８月

　

７日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用島：高ｒ」 ６ ６ ４

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ５

認定農業者に準ずる者 ０

女性 ０

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ５２０ｈａ ３ｏｈａ

　

１

　　　　　

６％

課

　　　　

題
農業従事者の減少・高齢化等による耕作放棄地の増加、農地の分散・未圃場整
備等が、農地の確保・有効利用を図る上での課題となっている。

・ＮＩ

　

営 内

　

〃、
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法
施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　　

３５ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　

３ｈａ）

目標設定の考え方：平成３０年度集積面積を目標

活動計画

平成３０年度調査の耕作放棄地に対しての意向調査結果に基づき斡旋。
年間を通じ、円滑な権利移動ができるよう、広報誌やリーフレット等を活用し、農業
経営基盤強化促進法による利雇・：

　

ｉ

　

Ｆα●”守りノ周知を実施し農地の利用集
積に向けた掘り起こし活動（地区担当農業委員による高齢農家及び兼業農家等に
対し意向聞き取りをし農地の面積等を把握）。担い手への農地の利用集積に向け
た斡旋活動。

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積

　

れている

　　

の

　　

貝

　

記

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用してい
た農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

３０年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ２８年度新規参入者数

０経営体 ２経営体 ０経営体

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
曲′」‘？

　　

ム．ト^ ″・Ｌｒｌ‐ア′ん

　　　　

．－，－－臥“腿首不足により地域の農業を担う者が減少しており、地域
の状況に合わせた担い手の育成・確保を図っていく必要がある。

２９年度新規参入者数

　　

２８年度新規参入者数

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が昨年度）

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　　　　　　

城陽市地域担い手育成総合支援協議会（又は城陽市農政課）が行う担い手育

　　

宏入日煙勘

　　　　　　　

２経営体

　　

参入目標面積

　

１

　　　　　　　

２ｈａ

　

－

　　

ザハＨ帥熱

　　

，

　　　　　

ー帥Ｈ”

　　

′ｒｒ押＝旧

　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　

域

　　

勘城

　　

手大成

　

△支援協議

　　　　

城

　

市農政課

　　

汀

　　　

壬育

　　　　　

ｆ

　　　

１ｍ

　　　

叫】馴

　　　

１

　　

甲戴

　

“太ｈーＡー面

　　

朝ヰ押 豊ャ
旧十

　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　

う。

　　

活動計画

　　　

成のための説明会や集落座談会に参画し、認定農業者制度の周知や普及を行

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面
積を記入

※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に
記入



Ｎ 遊休農地に関する措置

（平潔 癖 明
蛮在）

　　　

班，。“

　　　　

駈

課

　　　　

題

　　

況である。

　

利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号の遊休農地の合計面積を記入
※２

　　　　

地面

　

は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により把握した第３２条第１項第１号

３１

　　　　　　　

８月 ９月～１１月

活

　

調査

　　　　　　　　　　　

１日村単位に班編成を組み、市、農協、土地改良区等に協力依頼を行

　　　　　　　　

調査方法

　

い、平成３０年度調査による２．ｌｈａについて再確認
をすると伴に、実

動

　　　　　　　　　　　　　　

施要領により遊休農地の調査を行う。
計
画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐
農地の利用意向
調査 １１月

　　　　　　　　　

１２月～５月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、
当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３ 「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ５２０ｈａ

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

１き続き違反転用が出ないよう市街化隣接地域を重

　

課

　　　　

題

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定
等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

定期的な農地パトロールの実施（上半期・下半期

　

計２回）及びリーフレットによる農１

　

而 鍾 鱗
防止に向け髭取組

　　

及

　　

農１

　　　　　　　　

業委員から農家への周知

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何
を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名： 京都府

農業委員会名：久御山町農業委員会

員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

農地等の概要

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４７５

自給的農家数

　　　　　　　

１５２

販売農家数

　　　　　　　　

３２３

　　

主業農家数

　　　　　　

１０７

　　

準主業農家数

　　　　　　

６９

　　

副業的農家数

　　　　　

１４７

※

　

農林業センサスに基づいて記

農業者数（人）
農業就業者数
陵性
区ｏ代以下

６２７

３０８

１２５

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

スに基づいて記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

耕地面積

　　　　　　　　　

３９５

　　　　

８７

　

一

　　　　

－

　　　　

ｒ ４８２

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　　

　　

　

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　

－

　

普通梱

　

ー

　

樹闇榊 １

　

腕首畑 １

　　

計

　　　　　　　

，

　　　　

．

　　　　

１ ロ胆州１佃関川１ いＴ押 １

　　　　

１

　　　　　　　　

１

　　　

１

　　　

１

　　　

１

　　　　

１

　

営耕撒而着

　　　

１

　　　

３ｏ７１

　　　

７１ １

　　　

６８１

　　　

３１

　　　

０ ３７８

　

日壷嵩叫一巻

　　　

ｌ

　　　

ｆｒ
ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　

－

　　　　

－

遊鉢辰
一

　

撃 １

　　　　

１

　　　　　

１
地

　

帳

　

積

　　　

ー

遊休農地面積

　　　　　　　

１．５９

　　　

０．６６

　

－

　　　　

ｒ

　　　　

－

　　　　　　　

２．２５

農地台帳面積

　　　　　　　

４５４

　　　

１２１

　

－

　　　　

ｒ

　　　　

－

　　　　　　　　

５７５

農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２
条第１項

号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

員会の現在の体制

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 １９日１

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ６ ６ ３

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ４

女性 Ｉ

４０代以下 ２

中立委員 Ｉ

こととし、旧・新いずれかの記載事項は削除



１

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） ４８２ｈａｌ

　　　　

１４９．３ｈａ１

　　　　　

３ｏ．９８％

課

　　　　

題
平成２６年策定の久御山町農業経営基盤強化促進基本構想において、平成３５
年目標を１７６ｈａと定めているが、目標達成は厳しい状況にある。

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０
条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている

　

地の総面貝

　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農
地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

１経営体 ４経営体 ０経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．０２ｈａ ０．４７ｈａ ０．ｏｏｈａ

課

　　　　

題
農地の確保、農作業用機械の導入費用、出荷先の確保、農業経営の先行きへ
の不安等から新規参入者の確保は困難である。

２８年度新規参入者数

　　

２９年度新規参入者数

　　

３０年度新規参入者数

法人雇用や親－

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　

￥

　　　

－－－－－－－－－

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

・、

　　　　　　

」

　　　　　

－－

　　　　　　

．

　　　　　　　

・

　　　　　　

い

　　

参入目標数

　　

．

　　　

÷÷：；．露営節匝÷！

　

参入目標面積

　

－

　　　　　　

－ ｈａ

活動計画

　　　

ｉ既存経営体の規模拡大意向を踏まえ、新規参入の目標設定は行わない。



Ｗ 遊休農地に関する措置

農業者の高齢化、後継者不足による農業

　

利用状況調査により把

　

した
※２

　

遊休農地面積は、農地法第

　

又は第２号のいずれかに該当
号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

２０人 ７月～８月 ８月～１１月

調査方法
７月～８月に町内（全体）の農地を対象に一斉農地パトロールを実
施し、その結果を基に事務局で現場の確認を行い土地所有者等へ
指導を行う。

農↓三つ利用息
調査 １１月

　　　　　　　　　

１１月 ～１月

その他
・利用意向調査を実施する前に、文書指導を行う。
・利用状況調査時期以外であっても、周年を通して遊休農地の発見に努める。

ている場合には、当該市町村等※２

　

遊休農地の解消面積は、

　

町・

　

が

　

疋しこ目ホ

　　　　　　　　　　　

い

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

鯛ｒ豊漁面糟ーＡＩ－

　　　

」，．

　　　　

モ馨蝉競隅面潰
ー
Ｌ回｝

　　　　　　　

０，蹴ａ
現

　　　　

状
（平成３１年３月現在）

課

　　　

題

　　

…・早期発見・早期解決の流れの構築

　　　　　　

・近年指導が実施できていない案件に対する指導の再開

項又は第５条第１項の規定等に違反して※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で

　

地法第４

　　

１項又は

　

５

　　

１

　

の

　　　

に遅

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

・早期発見・早期解決の流れを府・府農業会議等と調整し構築する。１ 醐 １．聾案件にっ膳・粘麗蛮駕溝艶鞄 整構

　　

１

　　　　　　　　

・近年指導が実施できていない案件に対する指導を再開する。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

八幡市

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

［ 駆
－
農業
馨
人）’
－

　

４０代以下

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

７３

基本構想水準到達者

　　　　

１２

認定新規就農者

　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４９５

自給的農家数

　　　　　　　

１８４

販売農家数

　　　　　　　　

３１１

　　

主業農家数

　　　　　　　

８０

　　

準主業農家数

　　　　　　

７５

　　

副業的農家数

　　　　　

１５６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

田 畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑
計

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積

　　　

３７６

　　　　

９８

　　　　

９８

　　　

０ ０ ４７４

経営耕地面積 ２５７ ７６ ５４ ２３ ０ ３３４

遊休農地面積

　　　　

２．６

　　　

０．６

　　　

０．６

　　　

０ ０ ３．２

農地台帳面積 ５２７ ２０１ ２０１ ０ ０ ７２８

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

”

　

…

　

廿” － ，”十一，

　　

，一－ －

　

”
－

　　

－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１土地改良推薦１議会推薦｝

　

計

　

１

　

１

鰯 芭

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１ １

　　

１

　　

１

　

１要件
辰

１

　　

１

　　

１

　　

１

　

１

　　

１

　　

１

　

－
ハ帥

　　　

ー

　　

１

　　

１

　　

ー

　　

認定農業者

　　

女性

　　

４０代以下

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月・９日１

，醐 騨 計 竺１
実も１地区警Ｉ農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １３

認定農業者 ９

認定農業者に準ずる者

女性 ２

４０代以下 ２

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ４７４ｈａ

　

ｌ

　　　

ｍ．２ｈａ

　

１

　　　　　

２５．６％

課

　　　　

題 高齢化等による農業従事者の減少のため担い手農家に農地の集積が課題

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１ｊ第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　

１３３，３

　

ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　

１２

　

ｈａ）

目標設定の考え方：１割程度の増加を目指す。

活動計画

八幡市においては、現在のところ利用権設定での農地集積が多く、農地中間管理……ｒｒァ、ニ

　　

ー：寅際ない状況である。
規模拡大農家に農地が集積できるよう推進するとともに、利用権設定の周知を行
い、新たな貸し手の掘り起こしに努める。

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０

　　

経営体 ０

　　

経営体 ０

　　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏ

　　　　

ｈａ ｏ

　　　

ｈａ ｏ

　　　

ｈａ

課

　　　　

題 農地の貸し手が現れると借り手がすぐに見つかる現状であり、新規に農業経営を営
もうとする者にとっては、農地を確保することが非常に困難な状況にある。

２８年度新規参入者数

　　

２９年度新規参入者数

　　

３０年度新規参入者数

　

を記入し、法人雇用

　　

元

　

、 は

　　

まし、

　

の

　　　　

稲

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

参入目標数 １

　

経営体 参入目標面積 １ｌ

　　　　

ｏ．５

　

ｈａ

活動計画 相談等がある場合、今までの農業経験や現在の状況等のヒアリングを行い、研修
先や新開詩』 ＊↓；ノノトバイスを行う。

経営体

　

！ 参入目標面積

※２ 活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具

　

・に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（晶，年月 券）

　　　

勘

　　　

・ 。

課

　　　

題

　　

利用状況調査の実施や利用権設定、中間管理機構の活用を推進し、指導を徹底

　　　　　　

する。

　

利用状況調査により把握した同法第３２条

　

１項

　

１号の

　　　

地の。言面貝を記入
※２

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項第１号

　

又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

目

　　

標

轡 仏曲‐ｒし

　

一；Ｙ［′

　

Ｌ一

　　　　　　　

。

ホ蝶止の考え方：１ニ
ー｛・つ鰐縮む目指す。

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

２１

　　

人 ８月 ８月～１０月

調査方法

農二；二罷じ次・・÷田最適化推進委員がそれぞれ担当エリアを調査し、実
態を把握する。
各委員は、調査日前に担当エリアの利用状況の把握に努めるため、巡回を
行っている。

憎ｒ

　

」 ご向
調査 １１月

　　　　　

１

　　　　

１２月

その他
文書による指導が原則であるが、状況等を鑑み必要なときは農業委員及び農地利
用最適化推進委員が直接指導を行う。

、る場合には、当該市町村等※２

　　　　　　

の

　

馨

　　　

； 、 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　

ロ

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ４７４

　　

ｈａ

　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　　

ｈａ

課

　　　　

題 途に転用する場合、農地法の許可等が必要であることを広く

、て管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して※

　

違反転用面積は、
転用されている農≠

２

　

令和元年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

と現地確認のうえ、必要な措置を講じるとともに、違反転用が行われないよう日頃か１

　

計 １轍議葬
用の情報力１ 闘 ば農業霊び農地薯用最適化推進委員１

　　　　　　　　

ら監視等を行う。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

京田辺市

１

　

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

９１９ 農業就業者数

　　　　

２，１０９露－－，畜麗筆
１農業者撃，馨
１１

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

３７

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

－

認定新規就農者

　　　　　　　　　

５

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

４

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

６

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　　　　

６

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

９１９

自給的農家数

　　　　　　　

３６２

販売農家数

　　　　　　　　

５５７

　　

主業農家数

　　　　　　　

７１

　　

準主業農家数

　　　　　

１０１

　　

副業的農家数

　　　　　

３８５

※

　

農林業センサスに基づいて記入

７１

　

※ 農林業センサスに基づい
１０１

　

て記入。

３８５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

１圃轟馨－
田
警＝－
畑
・目
普通
詳
園地
，曇１
牧草圭司

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

ー日制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年日ロ÷一ｒ＋〆年」＋－〒耳
〆十日１

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｈ

　

３

　

２ 年

　　

７月 １

　

９

　

日

－． 触 鵬 頻 １
定数
，，１
実数
，，１
地区讐ｌ農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ２

女性 ２

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



Ｄ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） ７７６ｈａ １

　　　

８６．８ｈａ １１．２％

課

　　　　

題 農業従事者の減少、高齢化等により担い手の確保が課題

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　

９５．９ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　　

９．ｌｈａ）

農地等の利用の最適化の推進に関する指針の目標より

活動計画
１．農業委員会の両委員の利用調整による担い手等への斡旋
２．市単独の農地バンク制度の活用による斡旋
３．年３回（７月、１１月、３月）発行の農委だよりで制度等周知

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数 平成３０年度新規参入者数

０

　

経営体 ０

　

経営体 ０

　

経営体

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 都市近郊であるため地権者の土地の権利意識が高いため、新規参入希
望者への

土地の利用集積が進まない

　

を記入し、法人雇用や

　

元

　　

は

　　

まい

　　

の

　　　　

、

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　

２

　

経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０．６

　

ｈａ

　　

活動計画

　　　

京都府、京都府農業会議、ＪＡ、市農政担当部局と連携を行い、新規参入者の促

　　　　　　　　

進を図る

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる

　

規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成
現
韻年 月

島
）

　　　

“ 靴“

　　　　

，。．。ｈ

　　　　　

＝ ％

課

　　　

題

　　

農業者の高齢化、後継者不足による農業従事者の減少

　

利用状況調査により把握した同法

　

３２

　　

１

　　

１
※２ 遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による

　

又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入
号

２

　

平成３１

　

度の目標及び活動計画

　　　　　　　　　　　

地の 鞠肖面

　　　　　　　　　　　

１．ｏｈａ

　　

目

　　

標

　　　　

目標設定の考え方：

　　　　　　　　

農地等の利用の最適化の推進に関する指針の目標より

　　　　　　　　　　

調

　

員数（

　

数

　　　　　　

調査実施

　

期 調査結果取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　

２５人

　　　　

８月 ～９月

　　　　　　　　

１０月～１２月

　　

農地の利用状況

　　　　　　

１．地域の委員による日常的な調査

活
調査

調査方法＆鰯懇鰯鰹嘉査
動

　　　　　　　　　　　　　　　

４．農地パトロールにより全域の目視調査

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

時期 調査結果取りまとめ時期画 農地の利用意向

　　

調査 １２月

　　　　　　　　　

１月～３月

　　　　　　　　　

１．農業委員会の両委員による地権者への指導により、遊休農地の解消及び利用

　　　　　　　　　

調整を図る
その他

　　　　　　

調整を図る

　　　　　　

２．年３回（７月、１１月、３月）発行の農委だよりで農地の適切な管理について啓発

※２ 遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

　

管ギヤ－の震顎扇誘烈誕ＡＩ

　　　

…１一一 違反転用１面糖

　　　　　　　　　　　

７７６ｈａ

　　

！
ｙ

　　　　　　

．

　　　　　　

－－

　　　

ｗ“

ー

　　　　　　　

－－

　　　　　　

！１
‐．－

　　　

－

　　　　　

一

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） ７７６ｈａ

　　

！

　　　　　　　　　　　　　　　　

０．０９８ｈａ

知に努めていても、違反転用が発生すること課

　　　　

題

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の活動計画

活動計画 農業委員会の両委員による日常的な監視、＝～－，

　

．・；

　

．…．雛．．法・天地（農地
パトロール）し、違反転用に対しては京都府と連携し違反の是正を図る

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 井手町農業委員会

（平成３１年３月３１日現在）

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

５

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

２
農業参入法人

　　　　　　　

２

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

電訓電数
１農業嘗
（人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２３６

自給的農家数

　　　　　　　

１４０

販売農家数

　　　　　　　　　

９６

　　

主業農家数

　　　　　　

１２

　　

準主業農家数

　　　　　

１７

　　

副業的農家数

　　　　　　

６７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

１２

　

※ 農林業センサスに基づい
１７

　

て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　

計

耕 地面 積

　　　　　　　　　

１１８

　　　　

６１

　　　　　

１１

　　　　

５０ １７９

経営 耕 地面 積

　　　　　　　　

５１

　　　　

２８

　　　　　

１０

　　　　

１８

　　　　　　　　　　

７９

遊休 農 地面 積

　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

農 地台 帳面 積

　　　　　　　

１４０

　　　

１２１

　　　　　

９１

　　　　

３０

　　　　　　　　　　

２６２

耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
農林業センサスに基づいて記入
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

当する農地の総面積を記入

の現在の体制

く農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

３年 ６月２９日Ｉ

Ｆ 蹴 闘 １
定も１実数ＥＩ

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

ｌｏ ｌｏ

認定農業者 Ｉ

認定農業者に準ずる者 Ｉ

女性 Ｉ

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

こととし、旧・新いずれかの記載事項は削除



＝

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顕

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） １７９ｈａ １１．７６ｈａ

　

１

　　　　　

６．５７％

課

　　　　

題
町内の農業従事者の高齢化、後継者、若い担い手の不足。
ほ場整備が完了していない農地（特に井手地区）は集積が進まない。

※１

　　　

の

　　　　

封

　

、

　　　

び

　

・

　　

貝

　

言

　

こ

　

）

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　

１．２ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　

０，３ｈａ）

目標設定の考え方：過去の平均実績を参考に算定

活動計画
地域の農業者の課題を把握して担い手への集積が進むよう、年間を通して農業委
員や推進委員おまじめＪＡ等の関係機関と地域のニーズを共有して、連携を密にし
て対応していきたい。

当該年度末時点で担い手へ利用集積されてし

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

１経営体 １経営体 経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．３ｈａ ０．３ｈａ ｈａ

課

　　　　

題
現状新規就農となる担い手は明確でない。
初期投資費用の工面や、特に農地、１十二

・ー丁など地元農業者とのつなぎや情報
提供に係る体制について、積極的に構築する必要がある。

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が昨年度）

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　　

０．３ｈａ

　　

活動計画

　　　

京都府、ＪＡ京都やましろ等と連携し、年間を通して新規参入者が入りやすい体制を

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成盈年明蛮在）

　　　

蹴

　　　　

矧 脳

課

　　　

題

　　　　

農業者の高齢化、後継者不足及び他市町村居住による耕作放棄地の増加。

　

利用状況調査によ
※２

　

遊休農地面積は、

　

又は第２号のいず
１項第１号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１４人 ７月～１０月 １１月～１月

調査方法
農業委員、推進委員による日常的な調査
農地パトロールによる目視調査
地域の農業実行組合との現地確認の実施

偏差ロー』”ノ↑－」ノイゴ‘口
調査 １１月～１２月

　　　　　　　　

１月～２月

その他

　

・習．Ｌ

　

・．．－

　

什ム

　

ｒ

　

－↓ヒのｕ↓＝

　

ー…

　

＾ “^か＝・

　

ヨ桝，！駁ィ」．，

　　　　　　

・鴛↑郡面傾き記入

　

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　　

の目標を記入しても差し支えない

　

※３ 「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） １７９ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 農地パトロール等に周知に努めても違反転用が発生することがある。

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画 現況確認や農地パトロールに合わせて違反転用のパトロールを行う。
事案が発生した場合は、早期解決を図るため京都府と連携し対応する。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ；宇治田原町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３６

基本構想水準到達者

　　　　

２

認定新規就農者

　　　　　　

６
農業参入法人

　　　　　　　

Ｏ

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

［麗筆
数－農業葺
（～－

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４２８

自給的農家数

　　　　　　　

２３６

販売農家数

　　　　　　　　

１９２

　　

主業農家数

　　　　　　　

４４

　　

準主業農家数

　　　　　　

２９

　　

副業的農家数

　　　　　

１１９

※

　

農林業センサスに基づいて記

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　

１１９

、て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

瞳蓬雲霞壷襲１
田
ＩＥ菖ョ
普通
当要
綱
電１
牧草
葺１
計
葺－－
！

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　

月

　　

日１

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｒ

　　

２年

　

７月 １

　

９

　

日

一闘 翻 １
定数 実数 地区轡農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 Ｉ

女性 ０

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顕

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） ４７２ｈａ

　

ｌ

　　　

即 ｈａ

　

１

　　　　

２７，５４％

課

　　　　

題
耕作放棄地の多くが存在する中山間地域では、地理的条件の悪さに加え、有害
鳥獣の被害も多く利用集積が進まない。

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　

１３３

　

ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　

３，ｏ

　　

ｈａ）

目標設定の考え方：過去３ヶ年の平均実績を参考に設定

活動計画 認定農業者および新規認定就農者と連携し、農地中間管理事業や利用意向調
査の回答結果を活用しながら、利用集積に向けた掘り起し活動を展開する。

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用

　　　

れている

　

地の

　

面

　　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者蕩平成３０年度新規参入者数

３

　

経営体 ０

　

経営体 ２

　

経営体

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．６５ｈａ ０．ｏｈａ １．７ｈａ

課

　　　　

題 新規参入にあたって、初期投資費用の工面や、経験を積める場の確保

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が昨年度）

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　

２

　

経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　

１．５

　

ｈａ

　　

活動計画

　　　

青年就農給付金や各種補助事業を活用したバックアップ体制の充実を図る。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｎ 遊休農地に関する措置

（平
現
成，年明 義在）

　　　

鱈 加

　　　　

盟 。

課

　　　

題

　　

後継者不足等により、水田の遊休化が顕著である。

号の遊休農地の合計面積を記入

　

地の利用状況調査により把握した第３２条第１項第１号

２３

　　　　　　　　　

１０月 １１月

活

　　　　　　

調査方法
農業委暴会・農地利用最適化推進委員が地区を分担して、町内すべての活

動
計
画

１１月

　　　　　　　　　

１２月 ～１月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） ４７２

　

ｈａ

　

：

　　　　　　　　　　　　　　　　

０．２

　

ｈａ

課

　　　　

題

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

農地パトロール等により、違反転用等の発生防止に努める。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 木津川市農業委員会

員会の状況（平成３１年４月１日現在）

農地等の概要

　　　　　　

農業者数（人）

農業就業者数

　　　

１，１７９

１際豪華Ｅ華
人１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

１，３４２

自給的農家数

　　　　　　　

５５４

販売農家数

　　　　　　　　　

７８８

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１５１

　　

副業的農家数

　　　　　

５２７

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２６

基本構想水準到達者

　　　　

９
認定新規就農者

　　　　　　

４

農業参入法人

　　　　　　　

１

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織
※農業委員会調べ

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　　

９１８

　　　　

５５５

　　　　

－

　　　　　

・

　　　　　　　　　　

１，４７３

経営 耕地面積

　　　　　　　

３５１

　　　

２００

　　　　　

１９０

　　　　

１０ ５５１

遊休農地面積

　　　　　　　

４６．１

　　　

１５．４ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６１．５

農地台帳面積

　　　　　　

１，０８４

　　　　

７４１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，８２５

耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

員会の現在の体制

農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

十”

　

…

　

★”…－ 十一，

　

，－ －， －

　

－ ム

　

ー

　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１坤 闘１議会推薦１

　

計

　

１

　　

１

，

　　　

１

　　　　

１

　　

１

　

一 １

　　

１

　　

１

　　

１

１

　　　

１

　

「 １

　　

１

　

一

　　

１

　　

１

１

　　　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ 元 年ｏ ９月 ３ｏ日１

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 １９ １７ Ｉ

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １７

認定農業者 ３

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ０

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

こととし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

　

１ 現状及び譲顕

現

　　　

状
（平成３１年４月現在）

ｒ官 リの恩ｍ，…^ 固

　　　

１

　

これェＬｖ乃傍ゑ－，ｍ厄

　　

ｌ

１，４７ｏｈａ １

　　　

６４．９ｈａ

　

１

　　　　　　

４．４１％

課

　　　　

題
担い手の確保・育成が困難であるが、効率的・安定的な農業経営を維持し、荒廃
農地を増やさないためにも、農地の利用集積を推進する必要がある。

※１

　

目

　

の

　

地面

　

は、 及び

　

・

　　　

言

　

こ

　

狩

　

る

　　　　

貝

　

記

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　　　　　　

集積面積

　　　　　

７２．８ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　

７．９ｈａ）

　　　　　　　　

担い手への農地集積が進んでいる地域は、担い手の意向を踏まえた農地の集約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　

日

　

樽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　

日

　

…

　　　　

目標設定の考え方：木津川市農地利用最適化推進指針

　　　　　　　　

一ー…一

　

言１嘉一仲
十斗一十旧ーｒ喜一－十”“

　

甲十

　

賦

　　　　　

住

　

１

　　　　　　　　　　　　

　

　

　　 　

　　　　　　　　

　

　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　

化のための利要調整・交換と利用権の再設定を促進する。

　　

活動計画

　　　

中山間等の農地の区画・形質が悪く、担い手が少ない地域では、農地中間管理

　　　　　　　　

機構による簡易な基盤整備の活用と併せて営農の組織化・法人化、新規参入者

　　　　　　　　

の受入れ促進等、地域に応じた取り組みを行う。
※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入※１ 集積面積は、当該年

　

末時点で－い手へ利用

　　　

れている

　

地の‘ミ面

　　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入
※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

１経営体 ０経営体 ２経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．４ｈａ ０．ｏｈａ ０．９ｈａ

課

　　　　

題
農家の高齢化や後継者不足による離農が増加しており、担い手の育成及び確保
が必要である。

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない 欄の

　

も

　

が昨年

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

参入目標数 １経営体１ 参入目標面積

　

ｌ

　　　　　

ｏ．４ｈａ

活動計画 目・Ｔ…

　　　　　　　　

●●

　　

」誓↓｛；用春付金等の農業に対する支援の周知を
行うとともに、農政課等関係部署と連携し、担い手の育成を図る。

※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

現

　　　

状
（平成３１年４月現在）

　　　　　　　　

１，４７０ｈａ

　　　　　　　　　

６１．５ｈａ

課

　　　

題

　　

利用状況調査の精度向上と、規定に沿った均一な指導の徹底。

により把握した第３２条第１項第１号

目

　　

標

　　

ｒ，′＝１１也Ｕ′

　

Ｔごロ．－「，′、

　　　　　　　　　　　　　　　　

っｎ｝，．リ

標設定の考え方：木津川市農地利用最適化推進指針

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１７人１

　　　

７月～８月 １

　　　　　

９月

調査方法
地区担当の票二．

　　　　　　

α冊昌′．ブトス祖Ｍ

特に、遊休農地となっていることにより周囲への影響が大きい地域を重点的
に目視確認をする。

調査 １１月

　　　

１

　　　

１２月

　　　

Ｉ

その他

　

′．▲

　　　

－

　

１

　

惑＊－ 占″１潔今” ▲Ｍ

当該市町村等

その他」欄には、

Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３１年４月現在） １，４７０ｈａ

　　　　　　　　　　

調査中

課

　　　　

題 の早期発見及び、早期是正

※

　　　

の

　　

面

　

は、

　　　

ぴ

　

・

　

貝

　

言 こ

　

、

　　　　　　　

司

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

≠用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画 運営委員会等で是正方針について協議した上で、京都府及び京都府農業会議と
連携し、現地調査や転用関係への事情聴取を踏まえて段階的な是正を図る。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 笠置町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

）

　　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

４１

　

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

Ｏ

１６

　

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

０

０ 認定新規就農者

　　　　　　　　　　

０

　　

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

０

　　

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　

特定農業団体

　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　

集落営農組織

　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

※農業委員会調べ

膚－－
農業者数学１
－

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

８２

自給的農家数

　　　　　　　　

６４

販売農家数

　　　　　　　　　

１８

　　

主業農家数

　　　　　　　

Ｏ

　　

準主業農家数

　　　　　　

４

　　

副業的農家数

　　　　　

１４

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※

　

農林業センサスに基づい

　　

農業参入法人

て記入。

　　　　　　　　　　　

落営農経営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑
普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

　　　　

計

耕 地面 積

　　　　　　　　　　　

３３

　　　　

２４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５７

経営 耕 地面 積

　　　　　　　　

７

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

８

遊休農 地面 積

　　　　　　　

０，８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０，８

農 地台 帳面 積

　　　　　　　　

３７

　　　　

１９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
５６

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

耕地面積は、耕地及び作付面積統言における

　　

面

　　

記
経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の禾１
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年

　

７月 １９回

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

…

　

十” 韮”ルー廿十一，

　　

」 …－ “

　

－

　　

－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１土地改良樹１議会推薦１

　

計

　

１

　

１

，

　

醤

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１ １

　　

１

　　

１

　

１鮒
未
ｔ

　　

ｌ

　　

ｌ

　　　

ｌ

　　

ｌ

　　

ｌ

　　

ｌ

　

ー
ハ仙

ー

　　

１

　　

１

　　

ー

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日

　　

年

　

月

　　

日１

１

　　　

１
定数１実数１

地区数
ー農地利用最適化推進委員

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

ｌｏ ｌｏ

認定農業者 ０

認定農業者に準ずる者 ０

女性 ０

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顧

現

　　　

状
（平成３１年４月現在） ５７ｈａ

　

ｌ

　　　　

ｏｈａ

　

ｌ

　　　　　　

ｏ％

課

　　　　

題 本町では、農地条件や過疎化等により、担い手確保は難しい。

※１

　　

門ｖノ景 …

　

，ハふ、

　

一及 び，ｒｒ一国“、－

　

ｐ，；ｒ りこし，
．

　

，．パ許八

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成００年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　　

０．３

　

ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　

０，３

　

ｈａ）

目標設定の考え方：農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想より

活動計画 利用集積の制度を３月に発行する広報誌等を利用し広く周知する。

※１

　　　

面

　

は、
ｗ畝

　　　　　

”で－い

　

へ ｒ

　　　

貝

　　

てい

　　　

の

　　　　

‐

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入
※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０

　

経営体 ０

　

経営体 ０

　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

課

　　　　

題
本町の農地規模や山間地といった農地条件、鳥獣害対策等の様々な要因から、新
規参入が進んでいない。

　

を記入し、法人雇用や親元就

　

はａまない

　　

の

　

も

　

が

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成○○年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　

１ 経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　　

０．３ ｈａ

　　

活動計画

　　　

関係機関と連携し、年間を通じて新規参入希望者の相談等を実施する。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（晶 ，年 自費在）

　　　

弼 。

　　　　

・ ｈ“

課

　　　

題

　　

農業従事者の高齢化や担い手不足に加え、野生鳥獣被害により、今後も遊休農地

　　　　　　

は増加するものと見込まれる。

把握した第３２条第１項第１号

１０

　

人

　　　　

８月

　

～１０月

　　　　　　　　　　　

１１月

活
動
計
画

活

　　　　　　　　　　

調査方法

　

８月～１０月にかけて、農業委員が各担当地区の実態把握を行う。
動

１１月

　　　　　　　　　

１２月 ～１月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在）

　　　　　　　　　

｝．Ｊｒ

　　　　　　　

！－

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

し〆ー＼Ｄき１

　　　

５７ｈａ 劃 ｏｈａ

課

　　　　

題 農地を転用するには、許可及び届出が必要であるということを広く周知することが必

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在）

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

活動計画 違反転用の発生を防止するため、農業者等への周知に努め、農地パトロールを徹底す

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



３１年度（５月１日より令和）の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 和束町

　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 和束町農業委員会

員会の状況（平成３１年４月１日現在）

農地等の概要

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

５１

基本構想水準到達者

　　　　　

‐

認定新規就農者

　　　　　　　

６

農業参入法人

　　　　　　　　

６

集落営農経営

　　　　　　　

１４

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　　

１４

※農業委員会調べ

－割譲養数
１農業
葺
（人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４３４

自給的農家数

　　　　　　　

１７６

販売農家数

　　　　　　　　

２５８

　　

主業農家数

　　　　　　

１２５

　　

準主業農家数

　　　　　　

３２

　　

副業的農家数

　　　　　

１０１

※

　

農林業センサスに基づいて記入

１２５

　

※ 農林業センサスに基づい
３２

　

て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

耕 地面 積

　　　　　　　　　

１８７

　　　　

５８０

　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

園馨－
田日当１樹ｉＥ碧
耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
農林業センサスに基づいて記入
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
、ずれかに該当する農地の総面積を記入

員会の現在の体制

農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　

２ ９年

　

７月 １ ９日」

１

　　　　

１

ｌ

　　　　　

ｏ

０

　　　　　

０

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｈ

　

３

　

２ 年

　　

７月 １

　

９

　

日

１

　　　

１定も１実数
地区数

－農地利用最適化推進委員

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ２

認定農業者に準ずる者 ７

女性 ２

４０代以下

中立委員

こととし、１日・新いずれかの記載事項は削除



１

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

　

（平成３１年４月現在）

，馨董，鰹麗遊蕩－
－屋島歳泰一。嘉

島繋ぎ１

　　　　　　　　　

耕作条件の悪い急傾斜茶畑や湿地水田は耕作放棄地となっている。また点在する農地やほ

　　　　　　　　　

より規模縮小意向農家の優良農地を認定農家等に集積し、意欲ある農家の育成を図る必要

※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　　　　

１５０ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　　

４ｈａ）

目標設定の考え方：平成３０年度の実績相当値

活動計画 ５月、１１月末で利用権設定農地の貸借期間終了者に対して、３月、９月に更新等
の案内通知を行う。

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている

　

地の総面

　

を記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

２経営体 １経営体 ２経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

１，９ｈａ ０．７ｈａ ２．４ｈａ

課

　　　　

題

　

を記入し、法人雇用や

　

元

　

、 は

　　

まい

　　

の

　　　　

、

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

ー

参入自
警
ー

　

２経営体 参入目標面積 １

　

２ｈａ１

　　

活動計画

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｎ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状
（平成３０年４月現在） ７６７ｈａ

　　　　　　　　　　　　

３８ｈａ

山間地域で耕作条件の悪い急傾斜茶畑や湿田は遊休化している。急傾斜茶畑や
田はほ場整備の実施を含めた抜本対策が必要である。

課

　　　　

題

号※２

　

遊休農地面積は、

　

又は第２号のいず

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

２人 ７月～８月 ７月～８月

調査方法 農地台帳データを基に現地調査。

調査 １０月～１１月

　　　　　　　

１０月～１１月

その他

　　　

‐

　

、‐′－

　

」，富＊“キ七

　

．篇“ふ＝掛ｌｕ^′

の

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

７６７ｈａ

課

　　　　

題

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の活動計画

活動計画 各農業委員の協力を得ながら、許可転用と無断転用の判別認否寿
宰愉Ｌ、無断転

用の洗い出しを行う。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府
農 業 委 員 会 名 ：

　　　

精華町

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

農家・農地等の概要

２５０

４１

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　

１８７

、て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作寸面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　　

Ｒ ２年 ７月 ２ｏ日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ５ ５ １８

１

　　　

家 ・

　　　　　

の

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

６５５

自給的農家数

　　　　　　　

３４４

販売農家数

　　　　　　　　

３１１

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１４

　　

副業的農家数

　　　　　

１８７

※

　　　

業センサスに基づいて記農林業センサスに基づし

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

１２

基本構想水準到達者
認定新規就農者
農業参入法人

　　　　　　　

５

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織
※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

耕 地面 積 ３５７

　　　　

３３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３９０

－圃 白日
普学費－樹園誉農場

遊休農 地面 積

　　　　　　　　

３，６

　　　　

０．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，７

農 地台 帳面 積

　　　　　　　

３７９

　　　　

５０

　　　　　

５０

　　　　　　　　　　　　　　　

４２９

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

ー， 総 １

定数
－
実数

ョ

農協推薦１共済推薦－土地改良推薦－議会推薦
１
計
ＩＡ １

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ４

認定農業者に準ずる者

女性 Ｉ

４０代以下

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） 鋤ｈａ

　

ｌ

　　　　

鵜ｈａ

　

ｌ

　　　　　

ー，５，％

課

　　　　

題
集積面積は、昨年度よりも増加し、一定面積を維持、確保できているものの、担い
手の農業経営の安定、効率化に資する程度の集積は依然として図れていない。

せ」や
※２ これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　　

ｌｏ

　

ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　

４ｈａ）

目標設定の考え方： これまでの集積面積の６割増し程度で設定。

活動計画
従来からの貸付希望荒廃地について、認定農業者などの地域農業の担い手のみ
ならず、集落営農組織や新規就農者への集積を進めるとともに、１１月には利用意
向調査を実施し、新たな貸付希望農地の把握を行う。

※１

　　　

面

　

は、
、言ヌ

　　　　

“で－い

　

へ １ てい

　　　

の

　　　　

口

※２ 新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数平成３０年度新規参入者数

２経営体 ２経営体 ０経営体

平成２７年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ０．５ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題

　　

ーロ・ ム ー迄弾・ごＬいるものの、現状では参入者の確保は困難であるた
め、関係機関や農家組織との情報共有により、掘り起しが必要。

　

を記入し、法人雇用や親元就

　

は

　

まない

　　

の

　

も

　

カ

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　　

０．３ｈａ

　　

活動計画

　　　

随時、新規就農を計画している方へ利用権による農地の貸借について、相談を

　　　　　　　　

行っていくとともに、関係機関や農家組織との情報共有により、掘り起しが必要。

※１

　

目標は、１年間に

　

たに参入させる新規参入

　

数及び参入目標面積を記入
※２ 活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｎ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，７ｈａ（平成３１年４月現在）

　　　　　　　　

３９０ｈａ

課

　　　　

題

　　

農地利用状況調査の円滑な実施と、遊休農地発生防止の注意喚起に努め、所有者等へ

　　　　　　　

の指導を徹底し、また、一時的な解消とならないよう、貸し借り等の調整も必要。

　

利用状況調 により

　　

した同辛

　　

３２

　　

１

　　

１
※２

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定によ

　

又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を
号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１９

　

人 ９月 １０月

調査方法

９月：前年度調査結果、当該年の把握データ等を基に、区域ごとに担当の農
業委員、農地利用最適化推進委員を定めて調査。（新規発生の遊休農地が
あれば、状況を確認）
※周辺農業に及ぼす影響の大きい地域から順次調査。

調査 １１月 ～１２月

　　　　　　　　　

１月

その他

…＝”．当。夙ｒこ＊時点
の、ーｒ．闇Ｍ，^

　

，…－，ハ 記入
※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） 測ｈａ ｔ

　　　　　　

ｏ，ｌｈａ

課

　　　　

題 依然として違反転用が解消されないところがある。

※

　

管内の豊：．し．「買γ

　

、ニニ及びｒｒｒ」１ｍ惜 ｉ，
い
，鶴

　

ァ，，，

　

一唄ｏ。ｕ

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

１ 活 画 １随時謝 翻れこ対し、違反是正象醸等を聞き取りｏ

　

農家

　

１

　　

活動計画

　　　

随時：違反転用の発生防止の為、広報誌や地元農業委員による農家への啓発等

　　　　　　　　

を実施。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名

　

す 京都府

農 業委員会名：南山城村農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

農家・農地等の概要

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

新制度に基づく農業委員会

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ５ ５ ４

　　　

　　

Ｔ１ー

１

　　　　

・

　　　　

の

　　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２１９

自給的農家数

　　　　　　　　

７８

販売農家数

　　　　　　　　

１４１

　　

主業農家数

　　　　　　　

４４

　　

準主業農家数

　　　　　　

４１

　　

副業的農家数

　　　　　　

５６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

訓電嚢馨数
１農業
警
（人）１

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３２

基本構想水準到達者
認定新規就農者
農業参入法人

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織
※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

耕地面積

　　　　　　　　　

１８８

　　　　

２８８ ４７６１獅 １
田１ 醤
普通畑
ー
樹園地
ョ
牧草畑

ー

計

ー
経営 耕地 面 積

　　　　　　　　

８６

　　　　

２５９

　　　　　

４７

　　　　

２１２

　　　　　　　　　　

３４５

遊休農 地面 積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６

農 地台 帳面 積

　　　　　　　

２３３

　　　

１９６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４２９

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

”

　

十川

　

廿”ルー廿十一，

　　

」 … －

　

”
ー

　　

ー

　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１土地改良当議会推薦１

　

計

　

１

　

１

， 幽 芋

　

１

　　

１

　　

１

　　

Ｅ １

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　

１女件
辰 侶

　

ｌ

　　

ｒ

　　

ｌ

　　　

ｌ

　　

ｌ

　　

ｌ

　　

ｌ

　

ｌ
ハー

　　　

１
ー

　　

１

　　

１

　　

認定農業者

　　

女性

　　

４０代以下

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ６

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ４

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ｎ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

　　　　　　　　　

・は中山間地帯であることから、

　　　

件の

　

い

　

地が少なく、また、２８．５
０ｏと，（暮３１年３月善哉一髭競お轟義歯編纂翻

　　　　　　　　

られた圃場整備事業実施農地の利用集積には、重点的に取り組んでいかなけれ

　　　　　　　　

ばならない。
※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　　　　　　　

集積面積

　　　　　　　

５４ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　　

３

　

ｈａ）

　　　　

ホ

　　　　

目標設定の考え方：過年度の集積実績面積の平均を採用。

　　　

目 標

　

麗 』
え過年達審議積績畠濯 懸関

積
。

　

３加）

　　　　　　　　

・４月及び９月に、

　

約期間満了となる対象者に対して

　

約更

　

等の

　

内通知を

　　　　　　　　

行う。

　　

活動計画

　　　

・１０月もしくは３月に、農業委員会広報にて農業経営基盤強化促進法による利用

　　　　　　　　

権設定の制度等の周知を実施する。

　　　　　　　　

・新規就農者支援という面からも、新規就農希望者に対する利用集積について積

　　　　　　　　

極的に取り組む。
※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数平成３０年度新規参入者数

１経営体 ３経営体 ３経営体

平成２８度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．３ｈａ １．２ｈａ ０．６ｈａ

課

　　　　

題 農家の高齢化や後継者不足のため、新規参入者の農地の確保や等継続して参入
の確保に努める

　

を記入し、法人雇用

　　

元

　　

は まし、

　

の

　　　　

申

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

３経営体

　

！

　　

参入目標面積

　

！

　　　　　　　　　

０．９ｈａ参入目標数

農政担当と連携し、利用権設定による農地の賃借等について相談を行っていく活動計画

※２

　

活

　

。

　

は、目



Ｎ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状
（平成３１年３月 現在）

　　　　　　　　　

４７６ｈａ

　　　　　　　　　

１７．４ｈａ

ｌ項第１号

１９

　　　　　　　　　

９月 １０月 ～１１月

　

農地の利用状況

　　　　　　

・全ての農地を対象に、地元農業委員・最適化推進委員が担当地域を巡回

活

　

調査

　　　　　　　　　　　　

して調査する。

　　　　　　　　

調査方法 ・遊休農地の状態を「Ａ分類・Ｂ分類」に区分して調査用地図に記載する。ま
動

　　　　　　　　　　　　　　　

た、新規に発見、もしくは区分変更が生じている荒廃農地については、近景・
計

　　　　　　　　　　　　　　　

遠景の現場写真を撮る。
画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≦

１１月

　　　　　　　　　　

１２月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても

　

し

　

スまい
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在）

管内の農伽

　

．（Ａ） ，徴用

　

”，（Ｂ）

４７６ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題

本村の農地は、人目に着きにくい谷間や山際に在ることが少なくないため、違反
転用や不仏投棄 がｒＴし嵐易い地域であることから、特に注意が必要である。
また、中山間地域であることから平坦な土地が少なく、且つ農村地域であることか
ら農地の占める割合が高く、非農地（宅地・雑種地等）の土地は限られている。故
に、転用計画地として農地が選択されてしまう面がある。

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

・農業委員による普段のパトロールにより早期発見。
・１１月、３月発行の農業委員会だよりによる広報等で発生防止に努める。

活動計画

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農業委員会名： 亀岡市農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

６３０９

３１８０

※ 農林業センサス（２０１５）に
基づいて記入。

、て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

Ｒ

　　

２年

　　

７月 １

　

９

　

日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２９ ２９ １８

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２４９３

自給的農家数

　　　　　　　

６８６

販売農家数

　　　　　　　　

１８０７

　　

主業農家数

　　　　　　

４７８

　　

準主業農家数

　　　　　

８７

　　

副業的農家数

　　　　

１２４２

※

　

農林業センサス（２０１５）に基づい

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

８２

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　

４４

農業参入法人

　　　　　　　

３２

集落営農経営

　

特定農業団体

　

集落営農組織
※農業委員会調べ

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ２

認定農業者に準ずる者 ５

女性 ３

４０代以下 ２

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１

　

現、状及び課顕

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ２７５０ｈａ 糊ｈａ

　

ー

　　　　　

１１，９％

課

　　　　

題
個人の担い手は増えてきているが、集落組織での集積ができず、集落の組織づく
りが必要。

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている

　　

の紙面

　　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数 平成３０年度新規参入者数

８経営体 １３経営体 ６経営体

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

３．３ｈａ ３．２ｈａ ２．ｏｈａ

課

　　　　

題
担い手の支援・育成を行っているが、高齢化、後継者不足について深刻な状況と
なっている。新規就農者等の育成や、定年帰農者の確保を進めていくことが課題
である。

平成３０年度新規参入者数

　

を記入し、法人雇用や

　

元

　　

は

　　

い

　　

の

　　　　

、

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　　　　　　

５経営体

　　　

参入目標面積

　

参入目標数

　　　　　

５経営体

　　

参入目標面積 １

　　　　　　

３ｈａ－

　　　　

　

　

　　　　　

　

　 　

　　

　

　

　 　

　　

　

　

　

　　　　　

画

　　　

者

　

確
就ｕ農希
努
望者

　　

▼ー

　

就

　　　

や

　　

提供

　　　　

１体

　　　　　

…

　　　　

－
【 『

　

ハ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　

活動計画

　　　

随時、就農希望者に対する就農相談や情報提供ができる体制をつくり、新規就農

　　　　　　　　

者の確保に努める。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成
現
３１年４月

状
現在）

　　　　　　　

２７５５

　

ｈａ

　　　　　　　　

５．３ｈａ

もとより地域においても農地の
耕作放棄地解消には、農業を

１号※２

　　　　

地

　　

は、農地法第３０条第

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１５０人 ７月～８月 ９月～１０月

調査方法 農地利用最適化推進委員及び農業関係団体による耕作放棄地調査実施

嵐山－ノ利用．ｇ
調査 １０月～１１月

　　　　　　　　

１２月

その他

　　

｝＋

　

、′戴蕉－」 二＝」七が

　

”．・勲－

　　　　　　　

… －…

　

也“，眺′ｕＹ川Ｔ…－，ハじ記入
、る場合には、当該市町村等※２

※３ 「その他」欄には、

Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　

渓 「 ［÷ 膏灼の臆托縮刷ー雄 ÷

　

１「

　　　

雫齢煽認駆圃祷罰Ｂｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２７５ｏｈａ（平廓・塑月現在ゴ［ ：

　　

÷ 「 Ｌ

　　　　　

腕

課

　

題１整髪灘蟹誘電繋駕藁支署翻愛撫群善蕎養蚕鍬蝋搬饗瀦編滋養
※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

ｉ

　

活

　

１
‐
嬢
転用の是正指導

躍
実施

　　　　　

１

　　

活動計画

　　　

・農地パトロールの実施（７月～８月）

　　　　　　　　

・農業委員会だよりでの農業者等への周知（１月）

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うの
か等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ：京都府
農 業 委 員 会名 ：南丹市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

８０４ 農業就業者数

　　　　

６，４２１蟹－際饗
数１農業者欝

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　

８２

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　　　　

３０

農業参入法人

集落営農経営

　　　　　　　　　　

３３

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　　　　

３３

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

２，８０４

自給的農家数

　　　　　　　

９２１

販売農家数

　　　　　　　

１，８８３

　　

主業農家数

　　　　　　

１２５

　　

準主業農家数

　　　　　

３３４

　　

副業的農家数

　　　　

１，４２４

※

　

農林業センサスに基づいて記入

１２５

　　

※ 農林業センサスに基づい

３３４

　　

て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

２，５１０

　　　　

２１８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，７２８

経営耕地面積

　　　　　　

１，６９３

　　　　

９７

　　　　　

７７

　　　　　

２０

　　　　　　　　　

１，７９０

遊休農地面積

　　　　　　　　

８

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

８

農地台帳面積

　　　　　　

２，５５８

　　　　

２９２

　　　　　

２９２

　　　　　　　　　　　　　　　

２，８５０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制一度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３ ３年 ６月 ３０日１

１

　　　

十
定数１
実数
１
地区数
－農地利用最適化推進委員

　　　　　

２９

　　　　

２９

　　

１９

農業委員
定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ６

認定農業者に準ずる者 Ｉ

女性 Ｉ

４０代以下

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

　

１ 現状及び課題

　

（平成３１年２月現在）

　　

環

　　

状

　　　　　

の

　　　　

．
こ

　

での

　　　　

，

　　

集詰責率

　　

十１

　　

ハ

　　　

い

　　　　　　　　　

２，７２８

　

ｈａ

　　　　　　　

３９９，４

　

ｈａ

　　　　　　　　

１４，６

　

％

　　　　　　

ー

　　　

事者

　　

齢

　　

集
－

　　　　　　　　　　　　

・
遊

　　　　　　　　　

域

　

・

　　

課

　　

題

　

１担い手不足や米価の下落、有害鳥獣被害から耕作意欲が減退し、利用集積化が

　　　　　　　　

農業従事者の高齢化や集落営農組織の弱体化等から遊休農地が増加し、地域の

　　　　　　　　

図りにくい状況である。
※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている

　

地のハ面

　　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農
地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

　

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

１０経営体 １０経営体 ９経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

２．６

　

ｈａ ３．２

　

ｈａ ２．７

　

ｈａ

課

　　　　

題

　　　

．＝；しや米価の下落などから遊休農地が増加しており、担い手の育成・

確保を図るなど、農業・東レの酒ニヨしご
＾激しなっている。 そのため、認定農業

者制度や集落営農の法人化の意義、京力農場プランによる将来の地域農業あり方
などのメリットについて啓発に努め、新規参入者を確保する必要がある。

　　

記入し、

　　

履

　　　　

元

　　　　　　　

、

　　　　　　

１

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１０

　

経営体

　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

３．ｏ

　

ｈａ

　　

活動計画

　　　

南丹市ケーブルテレビや農業委員会だよりなどを活用し、制度の周知や普及に努

　　　　　　　　

めるとともに、新規参入者の掘り起こし活動を行う。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる

　

規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成為年明義在）

　　　

曜 脳

　　　　

。

　　　　

ｏ・２９ ％

号

目

　　

標 目標設定の考え方： 搬 鰯 駿 愈 雛装。
指導により、５年の内に５割の

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

４８

　

人 ７ 月１

　

８ 月

　

～

　

９ 月

調査方法

［期間］（７月÷｛｛…

　

，
．

　　　

・

［僻リ］ 墓編
成ｆこより、農業委員、最適化推進委員と随行員１名による調

　　　

調査区域は、２名又は３名の農業委員、最適化推進委員の担当区
［調査］ 域とし、納税猶予特例適用農地を明確にする中で農業振興地域

　　　

整備計画の農用地区域内農地及び周辺優良農地を調査

　　　

調査後は農地の現況、所有者の農地利活用の意向、対象地の地
［検討］ 域事情などを踏まえて地域別検討会を開催し、情報共有を図り、

　　　

解消に向，“」；
【、」動 豆正勺～｛ｒ嵐

　　　

…じ・」はノ。

　　　　

‐Ｊ′．”豆、ー口」
調査 １０月

　

１

　

１０ 月

　

～ １１ 月１
その他

－，倣争、当 ｒ衣＊時占の・碑「バー ”＝，‐凹凧な記入

目

　

標

　　

目標設定の考え方： 搬 鰯 駿霜倉雛装。
指導により、５年の内に５割の

している場合には、当該市町村等※２

　

遊休

　

地の “ 面

　

は、

　

町・

　

１

　

疋

　

こ

　

…

　

の目標を記入しても差し支えない
※３ 「その他」欄には 利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　　　　　　　

農業委員会だより、ＣＡＴＶなどを活用し、農地法遵守に対する農家の意識向上を，
（平－・年２自書）－－一

喜 驚肉，．
藁葺蔓豪１

　　　　　　　　

進委員、地元農業者の目も行き届割こくく、違反転用の早期発見
が難しいため、行

　　　　　　　　

政組織と－体となった監視体制が必要である。

※

　

管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規
定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

　　

活動計画

　　　

の実施により、早期の発見を目指す。また、農業委員会だより、お知らせ、ＣＡＴＶ等１

　

１
農業委員や

鰯
推進委員による担当地域の農地の動向把握や謡、トローノレ１

　　　　　　　　

で農家に対する農地法の周知を強化し、法令順守意識の向上を図る。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名： 京都府

農業委員会名：京丹波町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

人）

　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

９３

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

５０

２０ 基本構想水準到達者

６６ 認定新規就農者

　　　　　　　　　

７

、 農業参入法人

　　

集落営農経営

　　　　　　　　　　

４０

　　　

特定農業団体

　　　

集落営農組織

　　　　　　　　

４０

　　

※農業委員会調べ

７０８ 農業就業者数

　　　　

１，２９３曇曇ー際－
１１農業者鞭

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　

１，７０８

自給的農家数

　　　　　　　

６８６

販売農家数

　　　　　　　

１，０２２

　　

主業農家数

　　　　　　　

７４

　　

準主業農家数

　　　　

１２０

　　

副業的農家数

　　　　　

８２８

７４

　　

※ 農林業センサスに基づい
１２０

　　

て記入。

※

　

農林業センサスに基づいて記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　

計

耕地 面積

　　　　　　　　

１，４２０

　　　

２３５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，６５０

経 営耕 地面積

　　　　　　　

９１３

　　　

１１０

　　　　　

８０

　　　　

３０

　　　　　　　　

１，０２３

遊休農 地面 積

　　　　　　　

１１

　　　　

３

　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　　　　　

１４

農 地台 帳面 積

　　　　　　

１，５２７

　　　　

３１６

　　　　　

３１６

　　　　　　　　　　　　　　

１，８４３

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利

耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面呉を記入
経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

状況調査により把握した第３２条第１項

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

３年 ２月 １０日ー

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２２ ２２ ２１

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ３

認定農業者に準ずる者 ２

女性 ０

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び≧課顕

　　　　　　　　　

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続（遠隔地在住者及び非農
（半年３月誓在）』都議葺鶴高麗麗愛ー嗣鷺

１

　　　　　　　　

連携して利用調整を行うなど、守るべき農地の確保・有効利用を図っていく必要

　　　　　　　　

があるが、集積すべき担い手も限界に近い農地を抱えている現状にある。

※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝－」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　

標
集積面積

　　　

２４２．３ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　

６ｈａ）

目標設定の考え方：地域（３地区）ごと２ｈａ程度の集積を目指す。

活動計画

・利用．・：ふか・●－？“」時にｎｉｒ定ｖノ丁ｔ
ｔＬ案ドンの込”を行い、ｎＹム ＊「上に

つなげる。（通年）
・町地．一 山雷ル碗地公と連携し、農業経営改善計画の作成支援や経営改善に
必要な情報提供、個別相談を行う。（通年）
・持続可能な地域営農のため、京力農場プラン（人・農地プラン）の実質化に向
け、地域へ働きかけを行う。（通年）

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積

　

れている

　　

の

　

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用してい
た農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

２

　　　

経営体 ０

　　　　

経営体 ４

　　　　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．９

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ １８．７

　

ｈａ

課

　　　　

題

有害鳥獣被害、畦畔管理の重労働、米価の下落により、農業を営む担い手の
確保が難しい。
移住者が農業を始めるにあたって、農地取得が困難（下限面積２，０００ボ）なケー
スが発生している。

　

を記入し、
、 人

　　　　

元

　　

キ

　

ａ まい

　　　　　　

１

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体 参入目標面積

　　　　　　　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　

町農業再生協議会等と連携し、制度の周知や普及に努めるとともに、新規参入－
参入自
警 －

　

協選
営体
量
目標面湯

　　

新轟
１
－

　　

活動計画

　　　

者の掘り起こし活動を行う。（通年）

　　　　　　　　　

町空き家対策部局と連携をはかり、担い手となる移住者が農地を取得しやすく

　　　　　　　　

するため、下限面積のほか別段面積を定める。（令和２年３月まで）

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積
を記入

※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平湯琳 明義在）

　　　

，β僻 ・

　　　　

凶。

　　　　　

０・７６％

加えて有害鳥獣被害、

っている。
また、所有者不明農地（連絡先不明農地）の遊休化が年々増加傾向にある。

号
又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

７０

　

人

　　　　

８月～９月

　　　　　　　　

１０月～１１月

地域担当の委員ならびに協力員を定め目視によ

高

　　　　

調査方法 ‐遊休化した農地は 内容を継し地図等に記録する（写真撮影も有り）

計

　　　　　　　　　　　　　　　

・調査後、管内の全調査記録票を取りまとめ、意向調査の資料を作成する。

画

　　

地の利用意向

　　　　　　

施

　

期 調査結果取りまとめ時期

力化に向け、試験圃場による畦畔グリーンの実証
（種子種類および工法の選定）

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入して

　　

し

　

スヱい
※３ 「その他」欄には、利用状況調

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

　

現

　　　

－
状

　　

．
一－

　　

－
管内の藤閣両謡罰五］「÷

ｙ

　　

ｌ

　　　　

静誌司扉諏踊板副官１．

（平成３１年３月現在）…
－」

　　　　

ー

　

・，６６ｏ ｈ
も

　

！

　　　　　　　　　

ｏ ｈ

課

　　　　

題

　　

団体、

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

　　　　　　　　　

・農業委員による農地パトロール（１０月頃実施）を行い、無断・違反転用を確認し

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

汀

　　

断 犀反 戦

　　

確

　　

１

　　　　　　　　

た場合には、速やかに指導を行う。

　　

活動

　

興

　　

１＝一筆 ＝

　

▼帽十
報紙
…十
聯行
ー

　

法Ａ温守

　　

発 掲載

　

農

　　

有辛

　

１

　　

活動計画

　　　

・農業委員会の広報紙（２月発行分）に法令遵守の啓発を掲載し、農地所有者の

　　　　　　　　

意識を高める。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府
農 業 委 員 会 名 ：

　　　

綾部市

ＴＩＩー
農業委員会の状況（平成３１年

　

４月

１

　

農家・農地等の概要

１日現在）

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

新制度に基づく農業委員会

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２３８２

自給的農家数

　　　　　　　

１１０４

販売農家数

　　　　　　　　

１２７８

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１６１

　　

副業的農家数

　　　　

１００７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

１電撃－
農業
警
（～－

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

５８

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

２
農業参入法人

　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　

３７

　

特定農業団体

　　　　　　

１

　

集落営農組織

　　　　　　

３６

※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　

畑
普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

　　　

計

耕 地面 積

　　　　　　　　　

２０７０

　　　　

５３０

　　　　　

５３０

　　

－

　　　　　　　　　　　

２６００

経営 耕 地 面 積

　　　　　　　

１４４８

　　　

１６０

　　　　

１０５

　　　　

５５

　　　　　　　　　

１６０８

遊 休農 地 面 積

　　　　　　　　

６

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

７

農 地台 帳 面積

　　　　　　　

２２７７

　　　　

７０８

　　　　　

７０８

　　　　　　　　　　　　　　　

２９８５

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

－ 騨
，
定数
，
実数
，
農協推薦
．
共済推薦－±地改良灘，議会推薦ー 計

１△ １

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ５

認定農業者に準ずる者 ５

女性 ３

４０代以下 ０

中立委員 ６

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 Ｉ９日ｌ

定数 実数 地区数

′ｐｔ

　

－↑』」．「ロ月又地８Ｅ′－ｒ， １７ １７ １２

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び≧課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） 加ｏｈａ

　

ｌ

　　　

那ｈａ

　

ｌ

　　　　　

ー９，９２％

課

　　　　

題 農業従事者の高齢化や後継者不足により担い手が不足していること

・ＮＩ

　

官 リ “尻一」

　　　　　　　　　　　

・－ｒｒ」【，ハー

　

ローｒ

　

ｈり（守り世，

　

．′．じ口〕

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

目

　　

標
集積面積

　　　　　　　

５４０ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　　　　

２２ｈａ）

目標設定の考え方：近年の利用権設定の実績を勘案した

活動計画 年間を通じて農業委員・農地利用最適化推進委員及び農業委員会協力員によ
り、利用権の終期を迎える方への更新の周知や掘り起し活動を行う

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

２経営体 １経営体 ２経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

１．５ｈａ ０．５ｈａ ３．７ｈａ

課

　　　　

題
過疎・高齢化が進む本市において地域農業を守っていくためには、集落営農組織
と担い手組織との連携を図りながら新たな経営体を育てていくことが必要である。

　

を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の

　

も

　

が

　

年

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　　

０，５ｈａ

　　

活動計画

　　　

関係機関や地域と連携して農業に関心のある方を新規就農につなげていく。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ２６０７ｈａ

　　　　　　　　　　　　

７ｈａ

足とともに山間地など鳥獣被害や地理的条件の悪い地
、る。

課

　　　　

題

１号

目

　　

標

　　　　

があるとともに、

１８３人

　　　　　

８月～９月

　　　　　　　　　

１０月～１１月

　　　　　　　　　　　　　

嘗堂黍昌△協力量

　

農地利用最適化推進委員及び農業委員による調査を

　　　　　　　　

銅貨力ｔ云

　

生協
動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

計
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

調査 １１月

　　　　　　　　　

１２月～１月

その他

　　　　　

農業委員及び農地利用最適化推進委員による日常的な農地パトロールを実施

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目 、 記
‐して えまい

※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

　

響内の農輔師団鷲寵瓦「÷

　　

…「

　　

・

　

違反司園肩両蒔罰官，「÷
・

　　　

　 　 　　

　　　　　

　　　　
現

　　　　

状
（平成３１年４月現在）

に伴い違反転用の増加も懸念されるため、遊休農地対策とあわ

　

課

　　　　

題

　

　

　

　

　

　　　　　

　

　

　

　　　　　　

　

　　　

　　

　

　

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画
広報紙や農業委員会協力員を通じて農地農の手続きの周知を図る。
２月に農業委員・農地利用昆：文化肌、”；員キｒｒる農地パトロールを実施する。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 舞鶴市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年

　

３月３１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２０４１

自給的農家数

　　　　　　　

１３２７

販売農家数

　　　　　　　　

７１４

　　

主業農家数

　　　　　　　

６１

　　

準主業農家数

　　　　　　

８６

　　

副業的農家数

　　　　　

５６７

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　

１３

農業参入法人

　　　　　　　

１１

集落営農経営

　　　　　　　

２５

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　

２５

※農業委員会調べ

６１

　

※ 農林業センサスに基づい
８６

　

て記入。

※

　

農林業センサスに基づいて記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　

計

耕 地 面積

　　　　　　　　　

９４４

　　　　

３２７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２７０

経 営耕 地 面積

　　　　　　　

４８８

　　　

９６，４

　　　　

７７．５

　　　

１８．９

　　　　　　　　　

５８４，４

遊 休農 地 面積

　　　　　　　　

５４

　　　　

３６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９０

農 地 台 帳 面積

　　　　　　　

１５１８

　　　　

７６６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２２８４

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｈ

　

３

　

２年

　　

７月 １

　

９

　

日

定数 実数 地区数

農地利用良識＝． １７ １７ １７

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ２

女性 ３

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顕

現

　　　　

状
（平成３１年３月現在） 班ｏ ｈａ

　

ｌ

　　　

ー２４ ｈａ

　

ｌ

　　　　　

９，７６％

課

　　　　

題 地域の担い手が不足しており、集積に限度がある

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末

　

点で －い手へ１

　　　　　

てい

　

辰

　

の ひ

　　　

－

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

２

　　

経営体 １

　　

経営体 ０

　　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

００年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．４

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

課

　　　　

題 新規就農者を継続して確保すること」が課題である

　

を記入し、

　　

雇

　　　

元

　　　　　　

勲、

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　

２

　

経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０．５

　

ｈａ

　　

活動計画

　　　

年間を通して新規参入者の掘り起こし活動を行う

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平潔癖 明義在）

　　　

，“ 』

　　　

，偏 。

課

　　　

題

　　

農家の高齢化や有害鳥獣被害等により、遊休化する農地が増えている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

７１ 人 ７月～８月 ９月～１０月

調査方法 ず似′口りぐ
作字Ｌｔｒ．／１

　　

ご基『

　

農地利用最適化推進委員、農業委
員、協力員が現地調査を行う

調査 １０月～１１月

　　　

１

　　

１１月～１２月

その他 新たに遊休農地と判定された農地について、１０月に再度調査を実施する

ている場合には、当該市町村等※２

　

の
※３ 「その他」欄には、

Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

１２７０

　

ｈａ ０．９

　

ｈａ

課

　　　　

題 農地法の認識不足により、違反転用に及んでしまうケースが多く見受けられため、
農地転用制度の周知徹底が課題である

現
（平成３１年３月

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　 　

　　

活動計画

　　　

止に努め、違反転用者には農地への復旧計画を提出するよう指導していく

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式「）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農業委員会名：福知山市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　

９４

基本構想水準到達者

　　　

７５

認定新規就農者

　　　　　　

５

農業参入法人

　　　　　　

２２

集落営農経営

　　　　　　

６３

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　

６３

※農業委員会調べ

　　　　　　

農業者数（人）
農業就業者数

　　　　

２，５５７

１際饗
数ＩＥ
数１

　　　　　　　　　　

１，１９１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

３，９１５

自給的農家数

　　　　　　

１，８５３

販売農家数

　　　　　　　

２，０６２

　　

主業農家数

　　　　　　

１０２

　　

準主業農家数

　　　　　

３３４

　　

副業的農家数

　　　　

１，６２６

※

　

農林業センサスに基づいて記

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

、て記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　

計

耕 地 面積

　　　　　　　　　

２，７６０

　　　　

７５９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，５２０

経営耕地面積

　　　　　　

１，８７２

　　　　

３０４

　　　　　

２０３

　　　　

８０

　　　　

２２

　　　

２，１７６

遊休 農 地 面積

　　　　　　　　

１８

　　　　　

９

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

２７

農 地台 帳面積

　　　　　　

３，１７４

　　

１，１１９

　　　　

１，１１０

　　　　　

９

　　　　　　　　

４，２９３

耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
は、農林業センサスに基づいて記入
は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

１任期満了年月Ｈ÷→十÷÷年－－【万÷「日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

十

　　

十” －－－，廿十仙－

　　

」十獅ず キキ
ゴ 仏′
／
－

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦十共済推璽髪改良瑚劃霊融爺隔鷹１ 計 １

　　

１

　

，鋼

　　

￥

　

１

　　

ト

　

士 ′′
′′ １

　

１

　

１

　　

１

　　

１

　

１馨件

　

侶
′
士′／－ ←

′′「

　　

「

　　

１

　　

１

　　

１

′
一院素謬斯下

′′′１

　　

１

　　

１

　　

・

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ ２ 年 ７ 月 １９日」

定数 実数 地区数

農地利用昆憲一【

　

ハ貝 ３０ ３０ ８

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

２０ １９

認定農業者 ９

認定農業者に準ずる者 ２

女性 ３

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



虹

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課顕

　

（平成３１年４月現在）

， 鰐 ，豪遊織遍語鞠画一愛撫瞥
１

　　　　　　　　

過疎高齢化や農産物価格の低迷の中で、零細な農業者では地域を守っていく

　　　　　　　　

成支援することが必要である。
※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入※１

　

昌

　

の

　　　　　

ｆ

　

、

　　　

び

　

・

　　　　

。 こ
、

　　　　　

貝

　

司

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

当該年度末時点で担い手へ利用集積されてし

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

９

　

経営体 １２

　

経営体 ３

　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．７ｈａ ０．２ｈａ ０．ｏｈａ

課

　　　　

題
過疎高齢化や農産物価格の低迷の中で、零細な農業者では地域を守っていく
ことは困難である。地域農業を守るためには、地域営農組織と個人担い手を育
成支援することが必要である。

２８年度新規参入者数

　　

２９年度新規参入者数

　　

３０年度新規参入者数

　

を記入し、

　

人雇用

　　

元

　　

は

　　

まい

　　

の

　　　

１

　　

ヌ

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　　　　　

８経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０，３ｈａ

　　

参入目標数

　　　　　　　　　

８経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０，３ｈａ

　　　　　　　　

農業委員会委員等からの情報収集を行い、市担当部局と連携して認定農業者

　　

活動計画

　　　

推進活動を実施する。また、昨年に引き続き、支援策の充実を市長事務部局に

　　　　　　　　

求める。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる

　

規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｎ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ３，５４７．５

　

ｈａ

　　　　　　　　

２７．５ｈａ

　　　　　　　　　　

ｏ．７８％

くが、面積が小さく機械が使用できない、獣害を受けやすい山間地課

　　　　

題

り把握した第３２条第１項第１号

　　　　　　　　

休

　

地の

　

消面 ｌｈａ

　

目

　　

標

　　　　

目標設定の考え方：

　　　　　　　　　

条件不利地が多く、耕作者の確保も難しい中で、解消目標の設定は困難であ

　　　　　　　　　

調

　

員 （実数）

　　　　　

調

　　　

時期

　　　　

調査。果取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　

１００ 人 ６月 ～９月

　　　　　　　　　　

１０月

　

農地の利用状況

活

　

調査

　　　　　　　　　　　　

・市長部局担当課と農業委員会との合同現地確認

　　　　　　　　

調査方法 ・農業委員等による日常的な利用状況調査
動

　　　　　　　　　　　　　　　

・農地パトロールによる見回り

計
画

　

農地の利用意向 調査結果取りまとめ時期

　

調査 １１月

　　　　　　　　　　

１２月

　

その他

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

盈 明義，１ 」－」
￥もＡＩ
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，５２０ｈａ

　　　　

血：＝コもげＪＩ

　　　　　　　

５．ｌｈａ３，５２０ｈａ

課

　　　　

題 改善指導により、違反転用の認識を持たれても、現状回復が
．・

　

′Ｊ‐び、賦ぐのっ
たり、費用面等から復元をされないケースも考えられる。

ｈａ

※

　

管内の農ニー払ｒよ、ｒ
肌祐しｉｒ肖恥，

　

－・÷

　

」をァ・ ・

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

１

　

園 陸地パトロー 綴 見回りと擬 羅協議会と連携した改善指導を行う。ま１

　　

活動計画

　　　

た、委員会広報誌を利用した啓発を行う。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度／令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 宮津市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

匿筆
数１
農業者
薯
１
・

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

８２７

自給的農家数

　　　　　　　　

４４０

販売農家数

　　　　　　　　　

３８７

　　

主業農家数

　　　　　　　

５０

　　

準主業農家数

　　　　　　

７７

　　

副業的農家数

　　　　　

２６０

※

　

農林業センサスに基づいて記

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

３０

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

６

認定新規就農者

　　　　　　　　　　　

５

農業参入法人

　　　　　　　　　　　　

５

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

１６

　

特定農業団体

　

集落営農組織

　　　　　　　　　　

１６

※農業委員会調べ

※ 農林業センサスに基づい
て記二～

、て記入。

田 畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地

　　　

牧草畑
計普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 ５５０ １７７ ７２７

経営耕地面積

　　　

３３６

　　　　

４８

　　　　

３２

　　　　

１５ Ｉ ３８４

遊休農地面積 ２９ ２０ ２０ ４９

農地台帳面積

　　　　

７５６

　　　

３３７

　　　

３２９

　　　

８

　　　

１，０９３

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１

　

満 年

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

任期満了年月 日

　　

Ｒ

　　

２年

　　

７月

　

１ ９日

１

　　　

１定数１実数１地区数，農地利用最適化推進委員

　　　　　　

１０

　　　　

１０

　　

１０

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　

２

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　

一

　　　　　

３

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　　　

３

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

中立委員

　　　　　　　　　　　　

１



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３１年３月現在） ７２７ｈａｌ

　　　　　

祖７ｈａｌ

　　　　　

ーｏ，２７％

課

　　　　

題 高齢化等による担い手の減少

１

　　

＝〃階

　　

，賓
、 ÷ふ

　

んゥび作内

　

－．”－：ヤドけろ耕肌′

　　

、ｉｉｌ入

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へネ１用

　　　

れている

　　

の念面貝

　

記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入
※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０経営体 １経営体 ０経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ０．０５ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
小規模な農地が点在しているという地理的特性から、新規参入者による集積が進み
にくい。

し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が昨年度）

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　　

１経営体

　

参入目標面積 １

　　　　　　

ｌｈａｌ

　　　　

　

　

　

　

　

　

　 　

　

　

　　　

　 　　

　　　　　

　

　

活

　　　　

だ
都府

　　

府

　　

議 一 経済

　　　　

新規参人

　　　　

「
Ｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

活動計画

　　　

京都府、京都府農業会議、市産業経済部等と連携し、新規参入者の受入促進を図

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

課

　　　

題

　　

農業従事者の減少に伴う農地利用の集積・集約化の推進

号

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

９７人 ７月～８月 ８月～１１月

調査方法 ７月に農業
委員会委員及び農業委員会協力員に説明会を開催し、その後、８

月中旬までに現地調査を行い事務局に調査結果を提出し、取りまとめを行う。

農地の利用意向
調査 ｕ月

　　　　

１

　　

１１月～１２月

その他 なし

当該市町村等

　

※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

　

（平成３１年３月現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　

７２７ｈａ

　

…

　　　

仙

　　　　　

榔内の

　

士

　　

Ａ

　　　

‐
転用面↑貝（Ｂ）

　　　　

１

　

現

　　　

状

　

１

　　　　　　　　　　　　　

１ ハムＱ
Ｉ

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

）ｕｄ１

　　　

　

　

　　　

　

課

　　　　

題

　　　　　　　　

・

　　　　　　

１ 一一 一

　　　　

Ｉ
※

　

管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画
農業委員による日常的な状況把握のほか、毎年１０月に実施する農地パトロールに
より違反転用者に対する指導を行う。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名： 京都府

農業委員会名：与謝野町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　

３６

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

４
農業参入法人

　　　　　　　

３

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

割譲誓
数１農業蔓
（人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

６４１

自給的農家数

　　　　　　　

３００

販売農家数

　　　　　　　　

３４１

　　

主業農家数

　　　　　　

１０１

　　

準主業農家数

　　　　　　

２４

　　

副業的農家数

　　　　　

２１６

１０１

　

※

　

農林業センサスに基づい

　　　

、

２４

　

て記入。 集落営農経営

２１６

　　　　　　　　　　　　　　　　　

特定農業団

※

　

農林業センサスに基づいて記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

耕 地面 積

　　　　　　　　　

９００

　　　　

４８

　　　　　

４８ ９４８

　　

　

　
　
　　
　　　　　　　　

農 地台 帳面積

　　　　　　

１，００６

　　　

１２９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，１３５

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３３ 年 ７ 月 ３１ 日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 １１ １１ ３

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１４ １３

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ５

女性 ２

４０代以下 ２

中立委員 Ｉ



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） ー，鰯 ｈａ

　

ｌ

　　　

鰯ｈａ

　

１

　　　　

２ｏ，８ｏ％

課

　　　　

題
担い手の高齢化や後継者不足、遊休農地の増加、耕作農地の分散等が、農地
の利用集積・集約化を図るうえで課題となっている。

・，・１

　

′ｇｒソｖノ辰考ｍ

　　　　

・、花井１也

　　　

ｖｌｒｌ・」園，ハ…－ロー｝

　

し”ノＶ中打算ｍ

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入。（農地台帳システムにおける面積）

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

目

　　

標

集積面積

　　　　　

２５５

　

ｈａ

　　　

（うち新規集積面積

　　

１５

　

ｈａ）

目標設定の考え方：鱗蒙雰墓璽艦隊量端麗鼎こぐ聖図へ
ら
集
れ謝奮ドれるが、

活動計画

利用権設定が満了する１２月頃に、農業委員により利用権再設定や地主の理解
を求めることにより面的集積を進める。
掘起し活動を行い、未設定農地の解消を図る。
農地十岡目埋事業の利用による集積を進める。

集積面積は、当該年度末時点
※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

平成２８年度新規参入者数平成２９年度新規参入者数平成３０年度新規参入者数

２

　　　

経営体 ０

　　　

経営体 ０

　　　

経営体

平成２８年度新規参入者
が取得した農地面積

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

０．３

　　　　

ｈａ ｏ

　　　

ｈａ ｏ

　　　　

ｈａ

課

　　　　

題 意欲ある新規参入者の発掘を推進し、継続的に確保していく

　

を記入し、

　　

履

　　　

元

　　

る まい

　　

の

　　　

１

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　　

参入目標数

　　　　　　　　　　

１経営体

　　　

参入目標面積

　　　　　　　　　　

０．５ｈａ

　　　　　　　　

・広く情報提供を行い、関係機関と連携をして、新規就農者に関する情報交換を

　　

活動計画

　　　

行う。

　　　　　　　　

・就農希望者に営農や就農地等に関する相談を行う。

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

（平成
現
引年 月
溌）

　　　

，，，鴇 。“

　　　　

， 紬 ．

号

目

　　

標

　　　　　

ホコ

　

疋

　　

ス

　

：

２２

　

人

　　　　

７月 ～８月

　　　　　　　　

９月～１０月

活
コＰ

　　　　

調査方法 各委員
に担当
、
区域の廻と謂象農地り愛郷布して調査を実施。活

動
計
画

　

農地の利用意向

　　　　

実

　　

期

　　　　　

調査

　

果取り

　

１

　　　　　　　　　　　

１１月 ～１２月

　　　　　　　　　

１月

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成３１年４月現在） １，１３５ ｈａ

　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

ｈａ

可能性があることから、遊休農地対策と平行課

　　　　

題

　　

罰した、

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

活動計画 農業委員による普段のパトロールにより早期発見、発生防止に努めるとともに、
違反転用者の指導にあたる。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に何を行うのか等詳
細

　

かつ具体的に記入



（別紙１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府
農 業 委 員 会 名 ：

　　　

伊根町

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

農家・農地等の概要

※ 農林業センサス（２０１５）に
基づいて記入。

、て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月・９日ｌ

定数 実数 地区数
』

　

．”，最滴召すに

　

云貝 ３ ３ ３

　　　

．ー

Ｔ１ー

１

　　　　　

・

　　　　　

の

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

２１７

自給的農家数

　　　　　　　

１０２

販売農家数

　　　　　　　　

１１５

　　

主業農家数

　　　　　

１９

　　

準主業農家数

　　　　　　

３６

　　

副業的農家数

　　　　　　

６０

※

　

農林業センサス（２０１５）に基づし

霊 園－
」－農業馨
（人）１

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

１９

基本構想水準到達者

　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

１

農業参入法人

　　　　　　　

１

集落営農経営

　　　　　　　

２

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

集落営農組織

　　　　　　

２

※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単位：ｈａ

瞳１
田
壷ＩＥ曇
１
－
普通
ＩＥ
園
ヨー
牧草畑
曇
１．－
１

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１１ １１

認定農業者 ３

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ０

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、旧・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課頴

　　　　　　　　

遊休農地化を防ぐため認定農業者等の担い手に農地を集積し、農地の有効活用
（平馨３・年４月書撫義歯豪語謡 お嘉島覇

　　　　　　　　

模拡大の可能性を持つ担い手へより選択的に、また経営効率が向上するように農

　　　　　　　　

地の集積を進めていく必要がある。

※１ 管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入※１

　

目

　

の

　　　　　

る

　

、

　　　　　　

・

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規貝
１」第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた
農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるか
を記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

０経営セ ０経営体 ０経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

３０年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題

育成 は：二ごＡ遊ぐ る。

　

を記入し、

　

人雇 元

　

服を

　

日

　

まい

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

令和元年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　　　　　　　

随時受け入れ等の相談活動を行う。

１
茎言
－

　

１経営讐 参入目標面積１

　

１ｈａ」

ー

　　

活動計画

※１

　

目標は、１年間に新たに参入させる

　

規参入者数及び参入目標面積を記入
※２

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体
的に記入



Ｗ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．１８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．（平成３１年４月現在）

　　　　　　　

１１３ｈａ

状況調査により把握した第３２条第１項第１号

目

　　

標

　　　　

目

１４人

　　　　

６月～８月

　　　　　　　　　

９月～１１月

高
調査

　　　

調査方法 灘現
員室嶺墓委員‐農地利用最適化推進委員とし、

担当地区毎に農

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　

　

※２ 遊

　　

地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、
当該市町村等

　

の目標を記入しても差し支えない
※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
１１３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ（平成３１年４月現在）

てきている。課

　　　　

題

※

　　　

の

　　　　

貝

　

、

　　　　　　

・

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規
定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２

　

令和元年度の活動計画

活動計画 ・１２月、全農業委員による農地パトロールの実施。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何月に
何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入



（別紙様式１）

令和元年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農業委員会名：京丹後市農業委員会

ＴＩＩー
農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農家・農地等の概要

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

、て記入。

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調
査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日ｌ

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

新制度に基づく農業委員会

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

３１２４

自給的農家数

　　　　　　　

１１８４

販売農家数

　　　　　　　　

１９４０

　　

主業農家数

　　　　　　

２５１

　　

準主業農家数

　　　　　

３０３

　　

副業的農家数

　　　　

１３８６

※

　

農林業センサスに基づいて記

霊 園饗
数１農業馨
（人）１

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

１７４

基本構想水準到達者

　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　

２７

農業参入法人

　　　　　　　

２

集落営農経営

　　　　　　　

２４

　

特定農業団体

　　　　　　

３

　

集落営農組織

　　　　　　

２１

※農業委員会調べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑
普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑

　　　　

計

耕地面 積

　　　　　　　　　

３６６０

　　　

１１３０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４７９０

経営耕地面積

　　　　　　　

２６９１

　　　

５３３

　　　　　

３５２

　　　　

９１

　　　　

９０

　　　

３２２４

遊休農 地 面積

　　　　　　　

１８．７

　　　　

９．１

　　　　　

９．１

　　　　　　　　　　　　　　　

２７．８

農 地台 帳面積

　　　　　　　

３６１８

　　　

１３０３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４９２１

任期満了年月日

　　

Ｒ 元年 ０

　

６月

　

３

　

０日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３６ ３４ １９６

農業委員

定数 実数

農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　

中立委員

１９ １９

認定農業者 ｌｏ

認定農業者に準ずる者 ０

女性 ２

４０代以下 Ｉ

中立委員 Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、１日・新いずれかの記載事項は削除



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１

　

現、状及び課題

　　

現

　　　　

状

　　　　　　　

の

　　　　　　　　

」

　　

の

　　　　　　　　　　　　　

｝

　　

１８．８３％

　

（平成３１年４月現在）

　　　　　　　

４，７９０ｈａ

　　　　　　　　

９０２，４ｈａ

　　　　　　　　

平成２６年度に中間見直しした京丹後市農業経営基盤の強化の促進に関する基

　　　　　　　　

本構想において、平成３１年度までの農地利用集積の目標
を管内の農地面積の

　　　　　　　　

５０％に設定し、担い手への利用集積を進めているが、ほ
ぼ担い手への集積が出

　　　　　　　　

来ているのは国営開発農地だけである。水田部については、土地改良事業を契

　　

課

　　　

題

　　

機に徐々に集落営農組織が立ち上り、徐々ではあるが集積が進んでいる。近年は

　　　　　　　　　

、 去 にｉ 定した利用権の更新が中心であり利用権の再設定が進んでいない現状

農業委員、農地利用最適化推進委員が担い手のもとへ訪問
し、ヤミ′」、

いる農地の利用権設定を促していく。

※２

　

これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業
委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

※１ 集積面積は、当該年

　

末

　

…で－い

　

へ１

※２

　

新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非
担い手が自作又は利用していた農地

　

のうち、担い手に対して権利の設定・移転
させた農地）をどの程度増加させるかを記入

※３

　

活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体
的に記入

皿

　

新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課顕

新規参入の状況

２８年度新規参入者数 ２９年度新規参入者数 ３０年度新規参入者数

４

　

経営体 ５

　

経営体 ６

　

経営体

２８年度新規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積 が取得した農地面積

８．ｏｈａ ８．ｏｈａ １７．８ｈａ

課

　　　　

題

、

　　　　　　　　

１

　　　　

た

　　　

ごとの新たな新規参入数

２９年度新規参入者数

　　

３０年度新規参入者数

　

を記入し、法人雇用や親元就農はａままい

　

の

　　　

１

※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の
合計を記入

２

　

平成３１年度の目標及び活動計画

　

参入目標数

　　

士

　　

ー

　　

３経営体

　

…

　

参入目標面積

　

…

　　　　　　　　

６ｈａ

活動計画

　　

：
認定新規就農者の確保．育成を行うため、関係機関が一体となり就農予定者の支

　　　　　　　

イーｙことにより、３名程を目標に認定を行う

※２

　

活動計画は、目標の達成のために何



Ｗ 遊休農地に関する措置

現

　　　　

状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

” ”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，７９０ｈａ

　　　　　　　　　　

２７．８ｈａ（平成３１年４月現在）

号

２

　

平

　

３１

　　

の目標及び活動計画

　　　　　　　　　　

休

　

地の 巽肖面積

　　　　　　　

５．２ｈａ

　　　

目

　

標

　　　　

目標設定の考え方：目標設定の考え方：緑判定農地を対象として設定（農業委員

　　　　　　　　　

１９名、農地利用最適化推進委員３３名の５２名が各人ｌｏａの再
生目標面積を持ち活

　　　　　　　　　　　

ィ
舗

　

数（ ・

　　　　

調

　　

ね時期

　　　

調査 果取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３４人

　　　　

４月～３月

　　　　　　　　　

５月～３月

　　

農地の利用状況

　　　　　　　

各農地利用最適化推進委員の担当地区や遊休農地利活用推進員の日常

　

活
調査

　　　

調査方法 珊要
一
農
環
地慧 鱈 熱者からの相談により、農業委員、農地剰」用最適化額

　　　　

調査方法

　

また、農地を求める耕
作者からの相談により、農業委員、農地利用最適化

計

　　　　　　　　　　　　　　

推進委員及び遊休農地利活用推進員が地主の意向を調査（間取り）する。

画

　　

地の

　

－」用意向

　　　　　　　

時期 調査結果取りまとめ時期

４月～３月

　　　　　　　　

４月～３月

　　　

その他

　

※２

　

遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場
合には、当該市町村等

　　

の目標を記入しても差し支えない

　

※３「その他」欄には、利用状況調査・意向調査以外の遊休農地解消のための活動
を記入

Ｖ 違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

の農ｉ額面軍記配ー

　　　

．
－，
キー÷÷「遠反転［霊１面扇罰目下÷・

　　

４，棚ｈａ ｌｌ

　　　　　　　

ｏｈａ
現

　　　

状
（平成３１年４月現在）

課

　　　

題

　　

＝判明及び通報のあった農地から指導を行なう。

※

　

違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項
の規定等に違反して

転用されている農地の総面積を記入

２

　

平成３１年度の活動計画

活動計画

農業委員・農地利用最適化推進委員による農地パトロールの強化
８月中旬に管内農地パトロールを予定
日常のパトロールや通報等により発覚した場合は直ちに指導に入る
広報等により転用等の手続きの必要性を促す。

※

　

活動計画は、違反転用の解消や早期発見・未然防止のために何
月に何を行うのか等詳細

　

かつ具体的に記入


